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平成１９年度

厚生労働省関係予算案の概要

平 成 １ ９ 年 度 予 算 案 前 年 度 予 算 額 対前年度増加額（伸率）

２１兆４，７６９億円 ２０兆９，４１７億円 ５，３５２億円（２．６％）

うち

社会保障関係費

２０兆９，６５９億円 ２０兆４，１８７億円 ５，４７２億円（２．７％）

（参 考）

一 般 会 計 ８２兆９，０８８億円

増 加 額 ３兆２，２２８億円

伸 率 ４．０％

一 般 歳 出 ４６兆９，７８４億円

（一般歳出に占める厚生労働省予算の割合） ４５．７％

増 加 額 ６，１２４億円

伸 率 １．３％



　　

【一般会計】

（単位：億円）

　 平成１８年度 　 平成１９年度

　 予　  算　  額 　 予    算    案
増▲減額

　　 （Ａ） 　　 （Ｂ） （Ｂ）－（Ａ）

  一　　　般　　　会　　　計 209,417 　　 214,769 5,352

   ・ 社 会 保 障 関 係 費 204,187 209,659 5,472

   ・ 科 学 技 術 振 興 費 1,098 1,118 20

   ・ そ  の  他  の  経  費 4,132 3,992 ▲ 140

（注）平成１８年度予算額は、当初予算額である。

区　　　　　分

（表２）



社会保障関係費の内訳

医 療
８４，２８５億円
（４０．２％）

年 金

７０，３０５億円

（３３．５％）

介 護

１９，４８５億円

（９．３％）

福祉等

３３，３７１億円

（１５．９％）

（単位：億円）

平成１８年度 平 成 １ ９ 年 度
増▲減額

予 算 額 予 算 案

社会保障関係費 ２０４，１８７ ２０９，６５９ ５，４７２（ 2 . 7 ％ ）

医 療 ８１，５８６ ８４，２８５ ２，６９９（ 3 . 3 ％ ）

年 金 ６６，５７８ ７０，３０５ ３，７２７（ 5 . 6 ％ ）

介 護 １９，１４３ １９，４８５ ３４２（ 1 . 8 ％ ）

福 祉 等 ３２，５５６ ３３，３７１ ８１５（ 2 . 5 ％ ）

雇 用 ４，３２５ ２，２１３ ▲２，１１１（▲48.8％）

雇 用
２，２１３億円

（１．１％）

（注） １．平成１８年度予算額は、当初予算額である。

２．計数は、それぞれ四捨五入によっているので、端数において合致しないものがある。



　　
【特別会計】

　　

 （単位：億円）

　 平成１８年度   　平成１９年度

　 予　  算　  額  　 予    算    案 増▲減額

　　 （Ａ） 　　 （Ｂ） （Ｂ）－（Ａ）

 特　　  別　 　　会　 　　計 744,181 　　 759,733 15,552

　・ 国立高度専門医療ｾﾝﾀｰ

                       特別会計 1,580 1,493 ▲ 87

  ・ 労 働 保 険 特 別 会 計 39,992 35,254 ▲ 4,738

  ・ 船 員 保 険 特 別 会 計 642 651 9

  ・ 年   金   特   別   会   計 701,966 722,335 20,369

（注）

  １．平成１８年度予算額は、当初予算額である。

　２．特別会計の金額は、それぞれの勘定の歳出額を合計したものである。

　　　また、労働保険特別会計においては、徴収勘定を除いたものである。

　３．年金特別会計については、行政改革推進法に基づく特別会計の見直しを踏まえて

　　　厚生保険特別会計と国民年金特別会計を統合している。

　４．計数は、それぞれ四捨五入によっているので、端数において合計と合致しないものがある。

区　　　　　分

（表４）



主 要 施 策



第１ 心身ともに健康な生活と安心で質の高い医療の

確保等のための施策の推進

地域間、診療科間等における医師の偏在により、医師不足が深刻になっている状

況に対応するため、都道府県地域医療対策協議会の取組に対する支援や、小児科・

産科における拠点病院づくりをはじめ 「新医師確保総合対策 （平成１８年８月）、 」

等に基づく各般の医師確保対策を推進することなどにより、安全・安心で質の高い

医療提供体制を充実する。

また、生活習慣病対策を総合的に推進するとともに、効果的な介護予防対策や科

学技術の振興などを図る「健康フロンティア戦略」を推進する。

さらに、新型インフルエンザ対策など感染症対策の充実を図るとともに、総合的

な肝炎対策を推進する。

１ 安全・安心で質の高い医療提供体制の充実

６４７億円（６３７億円）

注：括弧内は１８年度予算額

（１）医師確保対策の推進 ９２億円

○ 医師派遣についての都道府県の役割と機能の強化（新規） １３億円

都道府県による地域医療の確保に向け、医療対策協議会の計画に基づく派遣に協

力する病院やマグネットホスピタルを活用した研修等への助成を行うとともに、国

に、公的医療団体等が参画する「地域医療支援中央会議」を設置し、関係団体等に

より実施されている好事例の収集・調査・紹介など改善方策の検討、都道府県から

の要請に応じ、緊急時の医師派遣など地域の実情に応じた支援を行う。

また、都道府県が地域医療の確保を図るため、独自に創意工夫を凝らした先駆的

なモデル事業を実施するために必要な支援を行う。

○ 開業医の役割の強化 ５．７億円

小児救急電話相談事業（＃８０００）の拡充や小児初期救急センターの整備を行

い、軽症患者の不安解消を図るとともに、患者の症状に応じた適切な医療提供を推

進する。



○ 地域の拠点となる病院づくりとネットワーク化 ６８億円

・ 小児科・産科をはじめ急性期の医療をチームで担う拠点病院づくり（新規）

５．８億円

多くの病院で小児科医・産科医が少数で勤務している結果、勤務環境が厳しく

なっている状況などを踏まえ、限られた医療資源の重点的かつ効率的な配置によ

る地域の医療提供体制の構築を図る中で、小児科・産科医療体制の集約化・重点

化を行うため、他科病床への医療機能の変更等に係る整備などを行う場合に、支

援を行う。

・ 小児救急病院における医師等の休日夜間配置の充実 ２４億円

小児の二次救急医療を担う小児救急支援事業及び小児救急拠点病院の休日夜間

における診療体制の充実を図る。

・ 臨床研修において医師不足地域や小児科・産婦人科を重点的に支援（新規）

２２億円

へき地・離島の診療所における地域保健・医療の研修、小児科・産婦人科や医

師不足地域の病院における宿日直研修に対する支援の実施等により、地域の医療

提供体制の確保を図る。

・ 出産・育児等に対応した女性医師等の多様な就業の支援 １４億円

病院内保育所について、女性医師等に対する子育てと診療の両立のための支援

が推進されるよう基準を緩和する。

また、女性医師バンクを設立し、女性のライフステージに応じた就労を支援す

るとともに、離職医師の再就業を支援するために研修を実施する。

・ 助産師の活用 １．６億円

地域において安心・安全な出産ができる体制を確保する上で、産科医師との適

切な役割分担・連携の下、正常産を扱うことのできる助産師や助産所を活用する

体制の整備を進めるため、潜在助産師等の産科診療所での就業を促進する。

また、産科診療所等で働く看護師が、助産師資格を取得しやすくするため、助

産師養成所の開校を促進し助産師の養成を図る。

○ 患者のアクセスの支援（新規） ９０百万円

複数の離島が点在する地域等において、ヘリコプターを活用し、巡回診療を実施

するために必要な支援を行う。



○ 医療紛争の早期解決 １．４億円

・ 産科無過失補償制度への支援（新規） １０百万円

安心して産科医療を受けられる環境整備の一環として、分娩に係る医療事故

により障害等が生じた患者に対して救済し、紛争の早期解決を図るとともに、事

故原因の分析を通して産科医療の質の向上を図る仕組み（いわゆる無過失補償制

度）の創設に伴い、普及啓発のための支援を行う。

・ 医療事故に係る死因究明制度の検討等 １．３億円

診療行為に関連した死亡事例についての調査分析を実施し、再発防止策を検

討するモデル事業の充実を図るとともに、これまでのモデル事業の実施状況も踏

まえ、医療事故の死因究明制度、裁判外紛争処理制度等の構築に向けて具体的検

討を行う。

（参考）平成１８年度補正予算において、小児初期救急センターの整備等の助成及び

産科無過失補償制度の創設に向け 調査・制度設計等のための支援を行う ８、 。（

億円）

（２）医療資源の効率的活用による地域医療提供体制の確保 ３１６億円

○ 小児救急医療体制をはじめとする救急医療体制の確保 ８９億円

救急医療体制の計画的かつ体系的な整備を図るため、救命救急センター、救急医

療情報センター、ドクターヘリ導入促進事業等に対する助成を行う。

円○ へき地などの保健医療対策の充実 ４５億

電話やインターネット等により、へき地・離島に勤務する医師に対する専門医に

よる診療相談体制などの充実を図る。

（３）安全・安心で質の高い医療の基盤整備 ３１８億円

○ 医師、薬剤師、看護師等の資質向上 ９９億円

・ 行政処分を受けた医師等に再教育を実施する。

・ 患者の視点に立った質の高い医療の提供や薬学教育６年制における実務実習の

指導等を行う資質を備えた薬剤師を養成する。

・ がん・糖尿病看護における臨床実践能力の高い専門的な看護師の育成、多様な

勤務形態の事例について普及を図ることによる看護職員の就業の促進等を図る。

○ 終末期医療のあり方についての調査・検討（新規） ５百万円

終末期医療に関する、国民、医療従事者、介護・福祉施設職員の意識の変化を調

査し、患者の意思を尊重した望ましい終末期医療のあり方についての検討を行う。



（４）医療分野における情報化の推進 ８億円

○ 医療情報システムのための医療知識基盤データベースの研究開発（新規）

１．８億円

ＩＴ化に伴い蓄積される医療情報から、臨床研究や診療に有用な情報を効率的に

得るための検索や解析を容易にする日本語版医療知識基盤データベースを研究開発

する。

（ ）○ 医療情報システムの相互運用性確保のための対向試験ツールの開発 新規

１．４億円

異なるメーカー間のシステムを相互接続することに資するよう、相手システムと

支障なく情報のやりとりができるかどうかの確認を行うための試験ツールを開発

し、その試験結果を公表することにより、医療情報システムの普及と標準化を併せ

て推進する。

２ 健康フロンティア戦略の更なる推進

１，４２２億円（１，２９９億円）

（１ 「働き盛りの健康安心プラン」～メタボリックシンドローム（内臓脂肪）

症候群）対策の推進～ ９８億円

○ 広く国民全体を対象とした生活習慣病予防施策（ポピュレーションアプ

ローチ）の総合的な推進 ５．２億円

医療構造改革の本格実施に向け、運動習慣の定着、食生活の改善、禁煙を柱とし

た「健やか生活習慣国民運動（仮称 」を展開する。）

また、若年期からのメタボリックシンドロームを予防するため、２０～３０代を

ターゲットとし、食事バランスガイドや健康づくりのための運動指針（エクササイ

ズガイド２００６）を活用した総合的な取組を推進する。

○ 医療保険者による生活習慣病に着目した健診・保健指導（ハイリスクアプ

ローチ）の実施に向けた体制整備 ３億円

４０歳以上の被保険者・被扶養者を対象として、糖尿病等に着目した健診及び保

健指導の実施を医療保険者に義務付けることに伴い、保健師及び管理栄養士に対す

る保健指導の実践プログラムの研修を進めることなどにより、医療保険者による健

診・保健指導の円滑な実施に向けた取組を促進する。

○ 栄養・食育施策の推進 ６億円

食育推進基本計画に基づき、食生活改善推進員等の活動を支援するほか、若年者



、 。の肥満や生活習慣の実態を把握し 栄養と運動の両面から肥満予防対策に取り組む

○ たばこ対策の推進 ３．２億円

「たばこの規制に関する世界保健機関枠組条約」を踏まえ、禁煙対策を推進する

とともに、禁煙成功者を中心とした「禁煙普及員（仮称）」による草の根的な禁煙・

受動喫煙に関する普及啓発活動や、飲食店における分煙を推進するなど、たばこ対

策を着実に推進する。

○ 地域における保健事業推進体制の充実 １．６億円

生涯を通じた健康づくりを継続的に支援するため、地域保健と職域保健の連携に

よる保健事業の共同実施等を推進するとともに、都道府県健康増進計画の見直しに

向け、引き続き地域・職域連携推進協議会の設置・運営を支援するほか、市町村に

おける保健活動体制や人材育成体制の強化を図る。

（２ 「女性のがん緊急対策」 ６．１億円）

○ 「女性のがんへの挑戦」 ６．１億円

全国的に整備されたマンモグラフィによる乳がん検診の精度を向上させるため、

。コンピュータ診断支援システムの導入を支援するとともに、検診従事者の育成を図る

（参考）平成１８年度補正予算において、マンモグラフィ検診遠隔診断支援モデル事

業を行う （６．７億円）。

（３ 「介護予防１０カ年戦略」による効果的な介護予防対策の推進）

１，０７４億円

○ 家庭や地域で行う介護予防対策 ７９８億円

日常生活圏域で高齢者の生活の継続性が確保できるように、既存の老人福祉セン

ターの改修などにより介護予防サービス提供のための拠点整備を行うととともに、

介護予防サービスを提供する地域支援事業を推進する。

○ 介護予防サービスの評価・普及 ７．７億円

効果的な介護予防サービスを普及するため、事業の実施状況や効果の評価分析を

行うとともに、地域包括支援センターの職員の研修を行う。また、市町村の介護予

、 。防事業が効果的に実施されるよう 都道府県による広域的な観点からの支援を行う



○ 地域で支える「認知症ケア」 ２０億円

認知症ケアの人材育成や認知症に関する正しい理解の普及を推進するとともに、

認知症の方々やその家族の状況やニーズに適切に対応するための支援体制の整備を

促進する。

（４ 「健康寿命を伸ばす科学技術の振興」 ２４４億円）

○ 先端医療の実現 １２９億円

がん、生活習慣病、感染症などの各種疾病対策を推進する基礎とするため、基礎

から臨床への橋渡し研究や臨床研究を推進するとともに、国民に医薬品・医療機器

を迅速に届けるため、臨床研究基盤の整備及び治験環境の充実を図るための研究を

行う。

○ 保健医療福祉を支える技術の開発・普及 １１５億円

疾病や障害の予防、診断、治療法の開発や老化抑制機構の解明、介護予防、介護

技術に関する研究などを推進する。

， （ ， ）３ 感染症・疾病対策の推進 １ ９８４億円 １ ８９７億円

（１）新型インフルエンザ対策など感染症対策の充実 １８４億円

○ 新型インフルエンザ対策の推進 ９６億円

新型インフルエンザの大流行に備え 「新型インフルエンザ対策行動計画」に基、

づく施策を着実に推進する。

（参考）平成１８年度補正予算において、新型インフルエンザ治療薬として、抗イン

（ 、 ） 、フルエンザウイルス薬 タミフル３００万人分 リレンザ３０万人分 の備蓄

医療従事者等に緊急に接種できるよう、プレパンデミックワクチン原液の備蓄

等を実施 （１２８億円）。

○ 新興・再興感染症対策に関する研究の推進（再掲） ２４億円

新型インフルエンザをはじめとする新興感染症や結核などの再興感染症、感染症

の原因となる病原体の管理方法など、感染症対策に関する研究を推進する。

○ 病原体等の管理体制の整備（新規） ２．６億円

生物テロの未然防止のための感染症法改正に伴い、生物テロに使用される恐れの

ある病原体等の管理システムを構築するなど、病原体等の管理体制の確立を図る。



（２）肝炎対策の推進 ７５億円

○ 総合的な推進体制の強化 ７５百万円

検査・治療・普及啓発に係る総合的な肝炎対策が推進されるよう 国において 全、 「

国肝炎対策懇談会（仮称 」を設置するとともに、都道府県等において「肝炎対策）

協議会（仮称 」を設置し、肝炎対策計画の策定等を行う。）

○ 肝炎ウイルス検査の実施、検査体制の強化 ５２億円

市町村や医療保険者において引き続き肝炎ウイルス検査等を実施するとともに、

検査未受診者の解消を図るため、保健所等における利便性に配慮した検査体制を整

備する。

○ 治療水準の向上 １８億円

都道府県において、中核医療施設として「肝疾患診療連携拠点病院（仮称 」を）

整備し 「肝疾患診療連携拠点病院等連絡協議会（仮称 」を設置するとともに、身、 ）

近な医療圏において症状に応じた適切な治療が確保されるよう、かかりつけ医と専

門医療機関との連携を図り、かかりつけ医等への肝炎研修を実施する。また、肝疾

患の新たな治療方法等の研究開発の推進を図る。

○ 感染防止の徹底 ２７百万円

医療従事者等に対し、感染防止ガイドラインの普及啓発や院内感染対策のための

研修会等を実施する。

○ 普及啓発・相談指導の充実 ４．６億円

Ｑ＆Ａやリーフレットの作成、講習会やシンポジウムの開催及び新聞広告や電車

等の中吊りポスターの掲載により、普及啓発を図るとともに、保健所等において肝

炎に関する相談を実施するほか、電話・ＦＡＸによる相談窓口事業等を実施する。

（３）エイズ対策の推進 ８３億円

エイズ予防指針の抜本的見直しを踏まえ、青少年や同性愛者に対する普及啓発や、

大都市における休日・夜間の検査・相談体制を充実するとともに、ＨＩＶ感染者、エ

イズ患者の一部病院への集中の解消を図るため、医療提供体制の再構築などの施策を

推進する。

（４）移植対策の推進 ２６億円

○ 臓器移植対策の推進 ５．６億円

移植医療についての国民の理解を深めるとともに、院内コーディネーターへの研

修事業等を実施するほか、肝移植施設や組織バンクの整備を推進する。



○ 骨髄移植等の造血幹細胞移植対策の推進 １８億円

骨髄移植コーディネーターの増員などにより骨髄バンク事業を推進する。また、

。さい帯血採取協力病院への研修事業を行い、より移植に適したさい帯血の確保を図る

（５）難病対策の推進 １，１４７億円

、難治性疾患に関する調査・研究の推進により治療法等の確立と普及を図るとともに

新たな難治性疾患について、調査・研究の対象とする。また、難病相談・支援センター

事業の充実により地域における難病患者の生活支援を推進する。

（６）ハンセン病対策の推進 ４５４億円

ハンセン病療養所入所者の療養を確保するとともに、退所者等の社会生活を支援す

る。また、ハンセン病資料館の運営など、ハンセン病に関する正しい知識の普及啓発

の充実を図る。

（７）リウマチ・アレルギー対策の推進 １３億円

リウマチ、気管支喘息、アトピー性皮膚炎、花粉症、食物アレルギーなど免疫アレ

ルギー疾患の治療法等の研究を推進するとともに、アレルギー相談センターを設置す

るなど相談体制等の確保を図るほか、引き続き、喘息死ゼロ作戦を推進する。

（８）シックハウス対策の推進 ２．２億円

シックハウス症候群の原因分析、診断・治療法の研究を進めるとともに、その成果

を活用した相談体制の整備を図るなど、関係省庁と連携した総合的な対策を推進する。

４ 安定的で持続可能な医療保険制度運営の確保
８兆４，２０９億円（８兆１，５０２億円）

○ 政府管掌健康保険、国民健康保険、老人保健制度等に係る医療費国庫

８兆４，２０９億円負担



第２ がん対策の総合的かつ計画的な推進

我が国のがん対策はこれまでの取組により進展し、成果を収めてきたものの、な

お、がんが国民の疾病による死亡の最大の原因となっている。

このような現状及び平成１８年６月に制定されたがん対策基本法を踏まえ、がん

予防・早期発見の推進、がん医療水準均てん化の促進と情報収集提供体制の整備、

がんの在宅療養・緩和ケアの充実などがん対策を総合的かつ計画的に推進し、がん

対策の一層の充実を図る。

（ ）１ がん予防・早期発見の推進 ３０億円 ４５億円

（１）効果的で質の高いがん検診の普及（一部再掲） ６．８億円

全国的に整備されたマンモグラフィによる乳がん検診の精度の向上を図るため、コ

ンピューター診断支援システムの導入を支援するとともに検診従事者の育成を図る。

また、がん検診の精度管理を向上させるためのデータベースを構築する。

（参考）平成１８年度補正予算において、マンモグラフィ検診遠隔診断支援モデル事

業を行う （６．７億円 （再掲）。 ）

（２）がん予防の推進と普及啓発 ２４億円

がん予防を推進するため、がんの予防等に関するパンフレットや小冊子を作成する

など普及啓発を実施するとともに、肝がんの予防に重要なウイルス性肝炎に関する研

究を重点的に推進する。

２ がん医療水準均てん化の促進と情報収集提供体制の整備

９０億円（３１億円）

（１）がん専門医等がん医療専門スタッフの育成 ３．６億円

がん医療（化学療法、放射線療法、緩和ケア等）に係る専門的な知識及び技能を有

する医師、薬剤師、看護師、放射線技師等を育成するため、これらの医療従事者に対

する研修の機会を提供する。



（２）がん診療連携拠点病院の機能強化と診療連携の推進 ５４億円

がん医療水準の向上と地域格差の是正を図るため、２次医療圏に１か所程度のがん

診療連携拠点病院を整備し、緩和ケアの提供、患者や家族への相談支援等の機能を強

化するとともに、地域の医療機関との連携を推進する。

また、放射線治療の更なる促進を図るため、がん診療連携拠点病院に対し、高性能

かつ先進的な放射線治療機器の整備の緊急支援を行う。

（参考）平成１８年度補正予算において、がん診療連携拠点病院遠隔画像診断支援事

業を行う （８．４億円）。

（３）国立がんセンター東病院通院治療部（仮称）の設置（新規）

２７百万円

平均在院日数の短縮、患者の身体的・経済的負担の軽減、がん医療水準の向上を図

るため、抗がん剤投与の治療を外来で実施できるよう、国立がんセンター東病院に「通

院治療部（仮称 」を設置する。）

（４）地域の特性を踏まえた対策の推進（新規） １５億円

がん対策基本法の施行に伴い、同法に規定する都道府県がん対策推進計画に基づく

事業として、都道府県が新たに実施する地域特性を踏まえた事業や先駆的な事業等に

対する支援を行う。

（５）がん医療に関する情報の収集提供体制の整備 １７億円

国立がんセンターに設置した「がん対策情報センター」において、がん診療連携拠

点病院との連携を図りつつ、がん医療に関する最新の情報を収集し、利用者の立場で

整理した情報を提供するとともに、がん対策の企画立案に必要な基礎データを収集・

蓄積・分析・発信する体制を整備する。

また、がん患者のがんの罹患、転帰その他の状況を把握し、分析するため、国立が

んセンター及びがん診療連携拠点病院において、精度の高い院内がん登録を実施する。



． （ ． ）３ がんの在宅療養・緩和ケアの充実 ４ ６億円 ２ ４億円

（１）在宅緩和ケア対策の推進 ２．１億円

在宅療養患者とその家族の生活の質（ＱＯＬ）の向上を目指し、在宅における緩和

ケアを希望する患者等に対する総合的な相談・支援を行う在宅緩和ケア支援センター

を新たに設置するとともに、医療従事者の研修や在宅ホスピスケア推進のためのアド

バイザー派遣や普及啓発を実施する。

（２）緩和ケアの質の向上及び医療用麻薬の適正使用の推進（新規）

２．５億円

患者本人の意向を十分尊重した上で、がんの治療方法等の選択を可能とするととも

に、がん患者の状況に応じて疼痛などの緩和を目的とする医療が早期から適切に行わ

れるようにするため、医師向けのマニュアルの作成や研修を実施するほか、一般国民

を対象にがんに関する緩和ケアについての正しい知識の普及を行う。

また、医療用麻薬の適正な使用を一層推進するための講習会の開催及びマニュアル

を作成するための検討会を設置する。

４ がんに関する研究の推進及び医療技術の開発振興

８７億円（８３億円）

がんの克服を目指し、がんに関する専門的、学際的又は総合的な研究を推進すると

ともに、がんの予防、診断、治療等に係る技術の向上などの研究の成果を普及、活用

する。



第３ 公正かつ多様な働き方の実現と働く人たちの

安全の確保

少子高齢化の進展に伴い労働力人口の減少が見込まれる中で、我が国の経済社会

の活力を維持するため、就業形態の多様化、個別労働関係紛争の増加に対応し、安

心・納得した上で多様な働き方を実現できる労働環境を整備するための労働契約法

制の検討を進めるとともに、過重労働による労働者の健康障害防止やメンタルヘル

ス対策の推進、非正規労働者の均衡ある処遇、正社員化や能力開発の推進、男女雇

用機会均等の推進など、公正かつ多様な働き方の実現と働く人たちの安心・安全の

確保を図る。

１ 公正かつ多様な働き方を実現できる労働環境の整備

２９億円（１１億円）

（１）安心・納得した上で多様な働き方を実現できる労働環境を整備するため

の労働契約法制の整備（新規） ２３百万円

働き方の多様化・個別化の進行に対応して、どのような働き方を希望しても安心・

納得して働くことができるよう、労働契約のルールの整備を行う。

（２）パートタイム労働者の均衡ある処遇や能力開発の推進 ８．６億円

○ 均衡ある処遇や能力開発の推進のための事業主への支援の充実

８．１億円

中小企業事業主団体を通じ、事業主がパートタイム労働者の均衡ある処遇や能力

開発を推進するための支援を充実するとともに、関係審議会の検討結果を踏まえ、

パートタイム労働者と正社員との均衡確保対策を強化する。

○ 短時間正社員制度の導入促進 ５０百万円

業種別団体におけるモデル事業の実施により、適正な評価と公正な処遇の図られ

た短時間・短日勤務の正社員制度の普及を図る。

（３）非正規労働者の正社員化の機会拡大（新規） １１億円

○ ハローワークにおける正社員就職増大対策の推進 １１億円

正社員雇用のメリット等の周知により正社員求人の提出を促すとともに、求職者

に対する企業説明会、面接会の実施等によるマッチング機能の強化、就職後の職場

定着を支援する。



○ 正社員転換のための非正規労働者に対する企業内職業能力開発の促進（新

規） ７百万円

非正規労働者から正規労働者への転換のための教育訓練を行う等企業内で非正規

労働者の職業能力の開発・向上を図る事業主に対する助成措置を拡充する。

○ 派遣労働者等に係る能力開発・キャリア形成の仕組みの整備（新規）

３４百万円

能力開発機会において正社員との格差が見られる派遣労働者・請負労働者につい

て、主要な業務分野ごとに能力開発、能力評価のための望ましいモデルやキャリア

形成支援計画を策定し、その普及啓発を図る。

（４）職場における男女雇用機会均等の推進 ２．２億円

改正男女雇用機会均等法の的確な履行確保のための指導を行うとともに、間接差別

の禁止などの改正内容について周知徹底する。

（５）製造業の請負事業の適正化及び雇用管理の改善の推進（新規）

２３百万円

製造業の請負事業の適正化及び雇用管理の改善を図るためのガイドライン及び

チェックシートを請負事業主、発注者に対し周知するとともに、請負事業適正化・雇

用管理改善のための行動計画の策定を支援するためのモデル事業を実施する。

（ ）２ 安全・安心な職場づくり １６０億円 １９６億円

（１）職場におけるメンタルヘルス・過重労働対策の充実 ２８億円

○ 事業場におけるメンタルヘルス対策への支援 ２．５億円

心の健康問題により休業等をした労働者が円滑に職場復帰又は雇用継続できるよ

う医師等専門家を派遣するなど、事業場に対する支援を充実する。

○ メンタルヘルス相談実施体制の整備 ２億円

地域産業保健センターにおいて行う労働者及びその家族を対象としたセミナーや

相談会を充実する。また、産業医に対するメンタルヘルスに関する対応方法につい

ての研修を充実する。

○ 過重労働による健康障害防止対策の充実 ２３億円

過重労働解消キャンペーン月間の設定、事業主が留意すべき事項をまとめた手引

きの普及・啓発等により、過重労働に関する相談への対応を充実する。



（２）危険性・有害性等の調査の普及促進等 ５．６億円

改正労働安全衛生法において努力義務とされた危険性・有害性等の調査（リスクア

セスメント）の普及を促進するため、製造業の中小規模事業場、第三次産業、プレス

機械等危険な機械の製造事業場を重点に、具体的な実施方法を示したマニュアルの作

成、人材養成等の支援を行う。

（３）アスベスト対策の着実な実施 ７６億円

○ 健康管理手帳の交付要件の見直し

。健康管理手帳の交付要件の見直しを含め、石綿作業離職者の健康管理の充実を図る

（４）労災かくし対策の推進 ８２百万円

労災保険給付請求の勧奨を強化するとともに建設業関係者による協議会を開催する

等、労災かくしの排除に向けた啓発指導の強化を図る。

（５）総合的な個別労働紛争対策の推進 １４億円

増加する個別労働紛争の実情に即した迅速かつ適正な解決を図るための紛争解決制

度を着実に推進する。

３ 労働保険制度の見直し

行政改革推進法を踏まえ、また、安定した制度運営を確保し、直面する諸課題に対応

するため、雇用保険制度について、国庫負担、保険料率、雇用保険三事業、給付等の在

り方を見直し、所要の改正を行う。また、労災保険制度についても、労働福祉事業の在

り方を見直し、所要の改正を行う。

○ 雇用保険国庫負担金

高年齢雇用継続給付に係る国庫負担を廃止するとともに、当分の間、失業等給付

に係る国庫負担を本来の負担額の５５％に引き下げる。

○ 失業等給付に係る保険料率

弾力条項による変更幅を±２／１０００から±４／１０００とし、平成１９年度

から４／１０００引き下げる形（１６／１０００→１２／１０００）で発動する。



第４ 経済社会の活力の向上と地域の活性化に向けた

雇用・能力開発対策の推進

雇用情勢が改善する中で、雇用情勢が特に厳しい地域と雇用創造に向けた意欲が

高い市町村等の地域による取組に対する支援に重点化するとともに、企業の人材確

保を支援するためにハローワークにおける求人充足サービスを拡充・強化する。

また、人口減少社会が到来する中、経済社会の活力の向上に向けた人財立国の実

現を目指し、現場の戦力となる若者の育成をはじめ職業生活を通じた能力開発を推

進するとともに 「２００７年ユニバーサル技能五輪国際大会」を契機として、もの、

。づくりに対する若者の就業意欲の喚起及び重要性に対する国民の理解の増進を図る

１ 経済社会の活力の向上に向けた人財立国の実現

４０６億円（５４０億円）

（１）職業生活を通じた能力開発の推進 ４４億円

○ キャリア・コンサルタントの資質向上等のキャリア形成支援の推進

３７億円

キャリア・コンサルタントに対する実務研修や実践的助言・指導等の機会の拡大

を図るとともに、能力評価試験の統一的実施や資格更新制度の在り方等について検

討を行う。

○ 広範な職種を対象とした職業能力評価制度の整備 ７．２億円

職業能力を評価する統一的な基準となる職業能力評価基準の職種の拡大等を図

る。また、非正規労働者を含め、多様な労働者にも対応できるようｅラーニングの

導入等により職業能力習得支援制度を普及促進する。さらに、企業・業界団体の

ニーズを踏まえ技能検定職種の見直しを図る。

（２）ものづくり立国の推進 ２３億円

○ 産学協力による「２００７年ユニバーサル技能五輪国際大会」を契機とし

た技能の振興（新規） １０億円

若者と障害者による２つの国際技能競技大会が我が国において史上初めて同時開

催される「２００７年ユニバーサル技能五輪国際大会」の成功と、本大会を契機と

して、ものづくりについての若者の就業意欲の喚起及び重要性に対する国民の理解

の増進を図る。



○ ものづくりの魅力に対する理解の促進 ８．８億円

工場、職業能力開発施設等の開放を促進し、ものづくり体験の場を提供するとと

もに、高度熟練技能者を工業高校等へ派遣することにより、ものづくりに親しむ社

会の形成を図る。

○ 中小企業等の技能の円滑な継承に対する支援の実施 ４．３億円

技能継承のための計画的な教育訓練に取り組む中小企業に対する助成や、技能継

承に関する情報提供、相談援助等の強化を図る。

（３）現場の戦力となる若者の育成 ７８億円

○ 「実践型人材養成システム」の普及促進（新規） ３．７億円

中小企業及び新規高卒者等に対し「実践型人材養成システム （実習併用職業訓」

練）を普及・定着させるため、地域の事業主団体による先導的なモデル事業を実施

し、その成果を全国に普及させるとともに、同システムに取り組む認定職業訓練施

設や事業主等に対する支援措置を創設する。

○ 産学官の連携による「実務・教育連結型人材育成システム」の普及

促進 ７４億円

若者の実践的で効果的な職業能力開発を支援するため、企業実習と座学を連結さ

せた教育訓練の受講を促進するための体験講習や、実習先企業の開拓等企業や民間

教育訓練機関の導入を促進することにより、実務・教育連結型人材育成システムの

社会的定着を図る。

２ 地域の活性化に向けた雇用創出・人材確保の推進

２５９億円（３１６億円）

（１）雇用の改善の動きが弱い地域における雇用創出等の推進（新規）

１７億円

地域雇用開発促進法を改正し、雇用情勢が特に厳しい地域と雇用創造に向けた意欲

が高い市町村等の地域による取組に対する支援に重点化するとともに、雇用情勢が特

に厳しい７道県については、より手厚い支援を行う。

（２）ハローワークにおける求人充足サービスの拡充・強化 １２億円

求人企業が必要な人材を確保できるようにするため未充足求人に対するフォロー

アップを着実に実施するほか、求職者に魅力のある求人条件の提案等のコンサルティ

ングや労働市場情報（求人・求職バランスシート、賃金情報等）の提供サービスの充

実を図る。



（ ． ）３ 外国人労働者問題等への適切な対応 ６億円 ５ ５億円

○ 外国人雇用状況報告制度の見直し １．６億円

規制改革・民間開放推進３か年計画を踏まえ、外国人雇用状況報告制度の内容拡

充・義務化のためのシステムの創設、法的整備等の取組を行う。

○ 研修・技能実習制度の適正化 ４．４億円

労働関係法令違反等の不適切な事案を防止するなどの制度の厳格な運用を行う観

点から、研修生・技能実習生の受入れ機関等に対する巡回指導を強化する。



第５ 新たなチャレンジを目指す若者等への支援

働く人一人一人が職業生活の各段階で再チャレンジができ、その能力や持ち味を

十分発揮することが可能となる社会を実現するため、年長フリーター等に対する常

用就職支援など、若者の人間力の強化と働く意欲の向上をはじめ、女性の意欲・能

力を活かした再就職・起業の実現や障害者の職業的自立、リストラによる退職者の

再就職など、様々な事情に応じた再チャレンジにきめ細かな支援を行う。

（ ）１ 若者の人間力の強化と働く意欲の向上 ３１０億円 ３２３億円

（１）フリーター２５万人常用雇用化プランの推進 ２１８億円

○ 年長フリーターに対する常用就職支援 ４０億円

・ 年長フリーターに対する「再チャレンジ機会拡大プラン」の実施（新規）

「ジョブクラブ（就職クラブ 」方式でセミナー、経験交流、グループワーク）

等を実施することによる常用就職の支援や、年長フリーターを正社員として雇用

する企業に対する支援措置等により、年長フリーターの常用就職を支援する。

・ 「年長フリーター自立能力開発システム」の整備（新規）

年長フリーターの職業能力を判断するために企業実習を先行させる職業訓練シ

ステムの創設や、業界の求める採用条件に適応するための職業訓練コースを開発・

実施する「年長フリーター自立能力開発システム」を整備する。

○ 就職意識の度合いに対応した効果的な常用就職支援 ４５億円

・ ヤングワークプラザにおけるフリーター就職支援の推進

希望職種が明確になっていないフリーターを対象に 「常用就職実現プラン」、

を策定し、同プランに基づき、個別の求人開拓や職業相談等計画的できめ細かな

就職支援を実施する。

・ フリーター常用就職支援事業の推進

全国のハローワークにおいて 「フリーター常用就職サポーター（仮称 」等の、 ）

担当制による一貫した就職支援を実施する。

・ ジョブカフェにおけるきめ細かな就職支援の実施

若年者のためのワンストップサービスセンター（ジョブカフェ）において、職

場定着を促進するための支援を行うとともに、各地域のジョブカフェが相互に連携

、 。を図りつつ就職支援を行うなど 若者の状況に応じたきめ細かな支援を実施する



・ フリーター等若者に対する農業就業支援

フリーター等若者に対し職業指導を通じて、農業で働くことについての意識の

明確化を図るとともに、農業への就業を希望する者に対しては、情報提供や農業

研修のあっせん等により農業への就業を支援する。

○ 実践的な能力開発の実施 １３３億円

「 」 （ ）・ 産学官の連携による 実務・教育連結型人材育成システム の普及促進 再掲

若者の実践的で効果的な職業能力開発を支援するため、企業実習と座学を連結

させた教育訓練の受講を促進するための体験講習や、実習先企業の開拓等企業や

民間教育訓練機関の導入を促進することにより、実務・教育連結型人材育成シス

テムの社会的定着を図る。

・ 若年者試行雇用事業の推進

フリーターや学卒未就職者等について、早期の常用雇用の実現を図るため、若

年者試行雇用事業を推進する。

（２）フリーター・ニートをはじめとする若者の自立支援 ２６億円

○ 地域若者サポートステーションの拡充強化 ９．６億円

ニート等の若者に対する地域の支援拠点としての地域若者サポートステーション

について、メンタル面でのサポートが必要な若者に対してきめ細かい相談を行える

よう、専門支援体制の強化を図るとともに、箇所数を拡充する。

２５か所 → ５０か所

○ 「若者自立塾」事業の推進 １０億円

合宿形式による集団生活の中で、生活訓練、労働体験等を通じて、若者に働く自

信と意欲を付与する「若者自立塾」事業を推進する。

２５か所 → ３０か所

○ 若者の自立支援に功績のある団体等に対する厚生労働大臣表彰等の支援

（新規） ２３百万円

若者が自立・チャレンジする機運を社会全体として高めるため、職業的自立の実

現に顕著な功績が認められる企業、個人、団体に対し、厚生労働大臣表彰を行うと

ともに、表彰者等が意見交換を行うフォーラムを開催する。



（３）学生から職業人への円滑な移行の支援 ５７億円

○ 高校生向け就職ガイダンスの実施 ４．９億円

職業への理解促進、就職活動の仕方などに関する講習を行う「就職ガイダンス」

について、常用就職者とフリーターとの賃金や生活面での格差の実態等フリーター

化の防止に資する内容を盛り込むなどの内容の再編を図るとともに、就職希望者が

多い学校の希望者にガイダンスが実施できるよう支援する。

○ 若者向けキャリア・コンサルティングの普及促進 ４０百万円

若者の職業キャリアの円滑な形成を促進するため、若者向けキャリア・コンサル

タントに必要な能力要件についてニート等の自立も含めた課題にも対応できるよう

見直しを行う。

（４）現場の戦力となる若者の育成（再掲） ７８億円

○ 「実践型人材養成システム」の普及促進（新規） ３．７億円

中小企業及び新規高卒者等に対し「実践型人材養成システム （実習併用職業訓」

練）を普及・定着させるため、地域の事業主団体による先導的なモデル事業を実施

し、その成果を全国に普及させるとともに、同システムに取り組む認定職業訓練施

設や事業主等に対する支援措置を創設する。

○ 産学官の連携による「実務・教育連結型人材育成システム」の普及促進

７４億円

若者の実践的で効果的な職業能力開発を支援するため、企業実習と座学を連結さ

せた教育訓練の受講を促進するための体験講習や、実習先企業の開拓等企業や民間

教育訓練機関の導入を促進することにより、実務・教育連結型人材育成システムの

社会的定着を図る。

（５）複線型の応募機会の拡大に向けた取組の推進 ５億円

複線型採用の導入や採用年齢の引き上げについての好事例の提供、経営トップへの

働きかけ、法的整備等の取組を行うとともに、学生職業センター等における求人企業

への働きかけにより、若者の応募機会の拡大に向けた取組を推進する。



２ 女性の意欲・能力を活かした再就職・起業の実現
２７億円（１９億円）

（１）マザーズハローワークの機能強化とマザーズハローワークサービスの全

国展開 ２０億円

マザーズハローワークにおいて、子育ての状況や職業上のブランクの長短等個々の

事情に応じたきめ細かな職業相談・求人確保等を行うとともに、未設置県の主要なハ

「 （ ）」 、ローワークにおいても マザーズサロン 仮称 を設置して同様のサービスを展開し

子育てする女性等に対する就職支援の充実を図る。

（２）再チャレンジ女性の企業における活躍の場の拡大 ４．９億円

出産・育児で離職した女性が再就職に向けた計画的な取組を行えるよう相談・助言

を充実するとともに、再チャレンジのモデルとなるような企業のノウハウの収集・提

供やインターンシップ（再チャレンジ職場体験）の導入等を行い、企業による再チャ

レンジ女性の積極的活用を促進する。

（３）女性の起業に対する支援の拡充 ２．６億円

起業について総合的情報提供を行う専用サイトの運用を開始し、メンター（先輩の

助言者）紹介サービスを拡充するとともに、子育てする女性が起業する場合、その要

した費用の一部を助成する制度を活用した起業支援を推進する。

３ 障害者の職業的自立に向けた就労支援の総合的推進
１３９億円（１３８億円）

（１）雇用・福祉・教育の連携による就労支援の強化 ２３億円

○ 関係機関のチーム支援による福祉的就労から一般雇用への移行の促進（新

規） ７１百万円

「 」 、ハローワークを中心に福祉等の関係者からなる 障害者就労支援チーム による

就職の準備段階から職場定着までの一貫した支援を全国展開する。また、障害者の

就労サービスに係るワンストップ相談窓口を全国４７のハローワークに開設する。

○ 障害者就業・生活支援センター事業の拡充 １２億円

障害者に対する就業及び日常生活に係る相談、助言等を実施する「障害者就業・

生活支援センター」の設置箇所数を拡充する。

１１０か所 → １３５か所



○ 養護学校等の生徒とその親の一般雇用や雇用支援策に関する理解の促進

５５百万円

養護学校等と連携し、生徒及びその親を対象に、一般雇用や雇用支援策への理解

の促進を図るセミナー、事業所見学会、職場実習のための面接会を実施し、養護学

校等の生徒の就職促進を図る。

（２）障害の特性に応じた支援策の充実・強化 ２．２億円

○ 若年コミュニケーション能力要支援者就職プログラムの実施（新規）

８９百万円

ハローワークにおいて、発達障害等の要因によりコミュニケーション能力に困難

を抱えている求職者について、その希望や特性に応じた専門支援機関に誘導すると

ともに、障害者向け専門支援を希望しない者については、きめ細かな就職支援を実

施する。

○ 発達障害者の就労支援者育成事業の拡充 １３百万円

発達障害者支援センターにおいて、医療・保健福祉・教育等関係機関の発達障害

者支援関係者に対する就労支援ノウハウの付与のための講習等を拡充して実施する

とともに、新たに、発達障害者と支援者による体験交流会を開催する。

○ 医療機関等との連携による精神障害者の就労支援の実施（新規）

４７百万円

ハローワークが医療機関等と連携して就職活動のノウハウ等を付与するジョブガ

イダンスを実施するとともに、医療から雇用への移行を促す就労支援モデルを新た

に構築することにより精神障害者の就労を支援する。

（３）中小企業による雇用促進の取組への支援 ４４百万円

○ 中小企業団体による障害者雇用の啓発・推進のためのモデル事業の実施

（新規） ４４百万円

中小企業団体に委託して、障害者雇用に関する啓発セミナー、雇用管理改善等の

ためのワークショップの開催、雇用好事例集の作成、相談窓口の設置等を行う。

（４）障害者に対する職業能力開発の推進 ５９億円

○ 一般校を含めた公共職業能力開発施設における障害者職業訓練の推進

４３億円

障害者能力開発校における職業訓練に加え、一般の職業能力開発校において、知

的障害者等を対象とした専門訓練を行うとともに発達障害者に対する職業訓練をモ

デル的に実施する。



○ 地域の障害者支援機関を活用した実践的職業訓練の推進 １５億円

障害者の態様に応じた委託訓練を拡充するとともに、障害者の就労を支援する地

域の社会福祉法人等が委託先企業を開拓するモデル事業を実施する。

○ 障害者職業能力開発プロモート事業の拡充 ５５百万円

政令指定都市において、公共職業能力開発施設と福祉施設、養護学校等の関係機

関との連携体制を確立することにより、教育・福祉から職業訓練への移行を円滑に

する仕組みを形成する事業を拡充する。

３か所 → ６か所

４ 困難な状況を克服し、再就職を目指す人たちへの支援の実施

１５９億円（９１億円）

（１）リストラ等による退職者の就職支援 ３２億円

○ 再チャレンジプランナーの配置による計画的な求職活動支援 ３１億円

ハローワークに「再チャレンジプランナー」を配置し、自ら再就職の実現に向け

た計画の策定が可能な者に対しては、計画策定の助言等を行い、それが困難な者に

対しては、キャリアの自己点検、能力再開発、求職活動のノウハウの付与等の総合

的な支援計画を策定するとともに、必要な支援への誘導等を行うことにより、計画

的な求職活動を支援する。

○ 民間事業者を活用した中高年不安定就労者の再チャレンジ支援（新規）

１億円

リストラによるショック等から精神的な悩みや不安を抱えたまま不安定就労を繰

り返す中高年齢者等に対し、メンタル面や生活面の支援、就職後の職場適応・定着

指導等の支援を、民間事業者に委託して実施する。

（２）早期再就職の緊要度の高い求職者に対する専任の支援員による一貫した

就職支援 ３３億円

早期再就職の緊要度が高い求職者に対し、専任の支援員による一貫した就職支援を

行うなど求職者の個々の状況に応じたきめ細かな就職支援を行う。

（３）病気等のブランクを克服できる人事制度の柔軟化（新規） １４百万円

病気等で長期のブランクがあっても、元の職場で再び活躍、評価され、又は、他の

職場に再チャレンジできるよう、調査等を実施し、その結果を踏まえ企業への働きか

けを行う。



（４）生活保護や児童扶養手当を受給する者に対する就労支援の推進

２３億円

生活保護や児童扶養手当を受給する者の自立支援プログラムの一環として、ハロー

ワークと福祉事務所とが連携して就労支援を推進する。

（５）刑務所出所者等に対する就労支援の推進 １．７億円

法務省との連携の下、刑務所出所者等に対し、職業相談、職業紹介、求人開拓等を

行うとともに、更生保護法人に委託して試行雇用奨励金の支給や職場体験講習を実施

する等の就労支援を推進する。

（６ 「７０歳まで働ける企業」の普及促進（新規） ２２億円）

○ 「７０歳まで働ける企業」推進プロジェクトの実施 ８．６億円

「７０歳まで働ける企業」の普及促進を図るため先進事例の収集・情報提供や人

事処遇制度の見直しに対するアドバイス等を実施するとともに、事業主団体等によ

る７０歳までの高年齢者の一層の雇用に向けた取組等を支援する。

○ 「７０歳まで働ける企業」に向けた定年引き上げ等の取組の促進

１４億円

６５歳以上への定年の引上げ等の導入を促進するため、これを実施した中小企業

に対して支援を行うとともに、７０歳以上への定年引上げ等を実施した場合には、

さらなる支援を行う。

（７）地域の労使による就職支援事業の推進 ４３億円

就職困難者の雇用拡大を図るため、地域の労使の連携による試行雇用求人の開拓へ

の支援を行うとともに、就職困難者が就労しやすいように就業規則等を変更し、試行

雇用から常用雇用への受入れを行った事業主に対する助成制度を創設する。



第６ 人口減少社会の到来を踏まえた少子化対策の

総合的な推進

今般の新たな人口推計では、前回の推計よりも更に出生率が低下し、少子高齢化

や人口減少が急速に進む、という厳しい見通しが示された。急速な人口減少は、経

済産業や社会保障の問題にとどまらず、国や社会の存立基盤にかかわる問題である

ため、出生率の低下傾向の反転に向け 「子ども・子育て応援プラン」や「新しい少、

子化対策について」を踏まえ、少子化対策を総合的に推進する。

１ 少子化の流れを変えるための働き方の見直し

１，３７９億円（１，０９１億円）

（１）子育てとの両立など仕事と生活の調和 １，３５２億円

○ 長時間労働の抑制等仕事と生活の調和を図るための労働時間法制の見直し

（新規） ２．５億円

長時間労働を是正するための取組を実施した中小企業事業主に対する助成措置を

創設する。また、長時間労働を抑制するとともに、健康を確保しつつ能力を十分に

発揮できるような働き方を選択できるようにするため、労働時間法制を見直す。

○ 労働時間等の設定の改善に向けた事業主による取組の促進 １７億円

労働時間が長い２０歳代後半から３０歳代の労働者の労働時間等の設定の改善に

積極的に取り組む中小企業団体等に対する支援を充実する。

○ 育児休業の取得促進のための育児休業給付の拡充 １，２１２億円

育児休業の取得の促進を図るため、育児休業給付の給付率を休業前賃金の４０％

（うち、職場復帰後１０％）から５０％（同２０％）に暫定的に引き上げる。

○ 育児休業、子育て期の短時間勤務等の両立支援制度を利用しやすい職場風

土づくりと事業所内託児施設の設置の推進 １１２億円

両立支援制度を利用しやすい職場風土への改革に計画的に取り組む中小企業事業

主に対する助成制度や、育児休業取得者等に対して企業独自の給付を行った事業主

に対する助成制度を創設する。また、事業所内託児施設の設置・運営を行う中小企

業事業主に対する助成措置及び代替要員を確保して育児休業を取得させる等の取組

を行う事業主への助成措置の拡充を図る。



○ パートタイム労働者の均衡ある処遇や能力開発の推進（再掲）８．６億円

・ 均衡ある処遇や能力開発の推進のための事業主への支援の充実

中小企業事業主団体を通じ、事業主がパートタイム労働者の均衡ある処遇や能

力開発を推進するための支援を充実するとともに、関係審議会の検討結果を踏ま

え、パートタイム労働者と正社員との均衡確保対策を強化する。

・ 短時間正社員制度の導入促進

業種別団体におけるモデル事業の実施により、適正な評価と公正な処遇の図ら

れた短時間・短日勤務の正社員制度の普及を図る。

（２）女性の意欲・能力を活かした再就職・起業の実現（再掲） ２７億円

○ マザーズハローワークの機能強化とマザーズハローワークサービスの全国

展開 ２０億円

マザーズハローワークにおいて、子育ての状況や職業上のブランクの長短等個々

の事情に応じたきめ細かな職業相談・求人確保等を行うとともに、未設置県の主要

なハローワークにおいても「マザーズサロン（仮称 」を設置して同様のサービス）

を展開し、子育てする女性等に対する就職支援の充実を図る。

○ 再チャレンジ女性の企業における活躍の場の拡大 ４．９億円

出産・育児で離職した女性が再就職に向けた計画的な取組を行えるよう相談・助

言を充実するとともに、再チャレンジのモデルとなるような企業のノウハウの収集・

提供やインターンシップ（再チャレンジ職場体験）の導入等を行い、企業による再

チャレンジ女性の積極的活用を促進する。

○ 女性の起業に対する支援の拡充 ２．６億円

起業について総合的情報提供を行う専用サイトの運用を開始し、メンター（先輩

の助言者）紹介サービスを拡充するとともに、子育てする女性が起業する場合、そ

の要した費用の一部を助成する制度を活用した起業支援を推進する。

２ 若者の人間力の強化と働く意欲の向上（再掲）

３１０億円（３２３億円）

（１）フリーター２５万人常用雇用化プランの推進 ２１８億円

○ 年長フリーターに対する常用就職支援 ４０億円

○ 就職意識の度合いに対応した効果的な常用就職支援 ４５億円

○ 実践的な能力開発の実施 １３３億円



（２）フリーター・ニートをはじめとする若者の自立支援 ２６億円

○ 地域若者サポートステーションの拡充強化 ９．６億円

○ 「若者自立塾」事業の推進 １０億円

○ 若者の自立支援に功績のある団体等に対する厚生労働大臣表彰等の支援

（新規） ２３百万円

（３）学生から職業人への円滑な移行の支援 ５７億円

○ 高校生向け就職ガイダンスの実施 ４．９億円

○ 若者向けキャリア・コンサルティングの普及促進 ４０百万円

（４）現場の戦力となる若者の育成 ７８億円

（５）複線型の応募機会の拡大に向けた取組の推進 ５億円

， （ ， ）３ 地域の子育て支援の推進 ４ ０３４億円 ３ ８１２億円

（１）すべての家庭を対象とした地域子育て支援対策の充実 ６５４億円

○ 地域の特性や創意工夫を活かした子育て支援事業の充実

（次世代育成支援対策交付金（ソフト交付金 ） ３６５億円）

様々な子育て支援事業について 「子ども・子育て応援プラン」で掲げた目標の、

達成に向けた着実な推進を図るとともに、新たに生後４か月までの全戸訪問の実施

等に取り組む。

（対象となる主な事業）

・生後４か月までの全戸訪問（こんにちは赤ちゃん事業）

・子育てパパ応援事業

・病児・病後児保育事業

・子育て短期支援事業

・ファミリー・サポート・センター事業

・延長保育促進事業

・育児支援家庭訪問事業



○ 地域における子育て支援拠点の拡充 ８４億円

地域における子育て支援の拠点となる、つどいの広場事業と地域子育て支援セン

ター事業を再編し、児童館の活用も図りながら、子育て支援拠点の拡充（ 子ども・「

子育て応援プラン」の平成２１年度目標値６，０００か所の前倒し実施）を図る。

１８年度 １９年度

４，１３３か所 → ６，１３８か所

○ 次世代育成支援対策に資する施設の整備

（次世代育成支援対策施設整備交付金（ハード交付金 ） １３０億円）

地域の実情に応じた保育所、児童養護施設等の整備を推進する。

（参考）平成１８年度補正予算において、児童の安全確保のための耐震化整備や児童

虐待緊急対策として一時保護の定員不足の解消のための整備を早急に推進す

る （７８億円）。

（２）待機児童ゼロ作戦の推進など保育サービスの充実 ３，７１５億円

○ 待機児童解消に向けた保育所の受入れ児童数の拡大 ３，２６５億円

・ 民間保育所整備

各市町村における整備計画に基づく民間保育所等の整備を推進する。

（次世代育成支援対策施設整備交付金（１３０億円）の内数）

・ 民間保育所運営費

待機児童解消を目指し、民間保育所における受入児童数の増を図る。

１８年度 １９年度

１１０．７万人 → １１５．２万人（４．５万人増）

○ 多様な保育サービスの提供 ４５０億円

・ 延長保育の推進

通勤の遠距離化など保護者のニーズに応じて開所時間を超えて実施する民間

保育所の延長保育を推進する。

（次世代育成支援対策交付金（３６５億円）の内数）

・ 病児・病後児保育の拡充

病児・病後児の保育のニーズの高まりに対応するため、個々の保育所におけ

る取組を推進する。



・ 一時保育、特定保育等の充実

専業主婦等のための緊急・一時的な保育を行う一時保育、保護者の就労形態

の多様化などに伴う柔軟な保育を行う特定保育等を推進する。

（３）総合的な放課後児童対策（ 放課後子どもプラン ）の創設「 」

１５８億円

「放課後児童クラブ」と文部科学省が実施するすべての子どもを対象とした「放課

後子ども教室推進事業」を一体的あるいは連携して実施する「放課後子どもプラン」

を創設し、原則としてすべての小学校区で放課後の子どもの安全で健やかな活動場所

の確保を図る。

○ 放課後児童クラブの必要な全小学校区への設置促進 １５８億円

放課後児童クラブの未実施小学校区の早急な解消や適切な運営の確保等を図るた

め、ソフト及びハード両面での支援措置を講じる。

１８年度 １９年度

１４，１００か所 → ２０，０００か所

４ 小児科・産科医療体制の確保、不妊治療の支援など母子保健医療

（ ）の充実 ２６１億円 ２４２億円

（１）小児科・産科をはじめ急性期の医療をチームで担う拠点病院づくり（新

規・再掲） ５．８億円

多くの病院で小児科医・産科医が少数で勤務している結果、勤務環境が厳しくなっ

ている状況などを踏まえ、限られた医療資源の重点的かつ効率的な配置による地域の

医療連携体制の構築を図る中で、小児科・産科医療体制の集約化・重点化を行うため、

他科病床への医療機能の変更等に係る整備などを行う場合に、支援を行う。

２ 小児救急電話相談事業の充実強化等 小児救急医療体制の更なる整備 再（ ） 、 （

掲） ３３億円

小児救急電話相談事業（＃８０００）の充実・普及や小児救急医療施設の休日夜間

における診療体制の充実を図るなど小児救急医療体制の更なる整備を図る。



（３）不妊治療に対する支援

特定不妊治療費助成事業の助成額を増額（年度１０万円→年度１回１０万円、２回

まで）するとともに、所得制限を緩和する。

（母子保健医療対策等総合支援事業（統合補助金 （４２億円）の内数））

（参考）平成１８年度補正予算において、不妊専門相談センターの相談体制の強化、

生殖補助医療にかかる意識調査等を行う （５４百万円）。

５ 児童虐待への対応など要保護児童対策等の充実

８０２億円（７７０億円）

（１）虐待を受けた子ども等への支援の強化 ７８１億円

○ 発生予防対策の充実

新たに、生後４か月までの乳児のいるすべての家庭を訪問し、子育て支援に関する

。情報提供や養育環境等の把握を行う事業を実施するなど発生予防対策の充実を図る

（次世代育成支援対策交付金（３６５億円）の内数）

○ 早期発見・早期対応体制の充実

都道府県から要保護児童対策地域協議会（子どもを守る地域ネットワーク）に専

、 。門家を派遣・配置するなど 市町村における早期発見・早期対応体制の充実を図る

（児童虐待・ＤＶ対策等総合支援事業（統合補助金 （２３億円）の内数））

（ ） 、 、参考 平成１８年度補正予算において 児童虐待について緊急的な対応を図るため

児童相談所等の対応迅速化の推進、一時保護の体制強化、要保護児童対策地域

（ ） 。（ ）協議会 子どもを守る地域ネットワーク の前倒し設置を進める １３億円

○ 児童福祉施設や里親における保護・支援体制の充実 ７５３億円

児童養護施設等における施設の小規模ケア（小規模グループケア、地域小規模児

童養護施設）や里親委託を推進するなど支援体制の充実を図る。

○ 児童養護施設等の子どもなどの就学、就労に向けた支援

児童養護施設等を退所する子どもやＤＶ被害を受けた女性等が安心して、就職や

住居を借りることができるよう、身元保証人を確保するための事業を新たに実施す

る。

（児童虐待・ＤＶ対策等総合支援事業（統合補助金 （２３億円）の内数））



（２）配偶者からの暴力（ドメスティック・バイオレンス）への対策等の推進

２１億円

配偶者からの暴力防止に関する相談、被害者の保護、自立支援等の一層の充実を図

るため、婦人保護施設の心理療法担当職員の常勤化や、婦人相談所一時保護所におけ

る同伴児童に対するケア体制の充実等を図る。

， （ ， ）６ 母子家庭等自立支援対策の推進 １ ６４３億円 １ ６３０億円

（１）母子家庭等の総合的な自立支援の推進 ３５億円

○ 自立のための就業支援等の推進

（母子家庭等対策総合支援事業（統合補助金 ） １９億円）

就労サービスや養育費の確保等の役割を担う母子家庭等就業・自立支援センター

の取組を強化するとともに、母子自立支援プログラム策定事業を推進する。

○ 生活保護自立支援プログラムの着実な推進（再掲）

生活保護を受給する母子世帯の自立を推進するため、福祉事務所等における「自

立支援プログラム」の導入を一層推進する。

（セーフティネット支援対策等事業費補助金（１８０億円）の内数）

○ 在宅就業の支援（新規） ６８百万円

子育てと生計の維持という二重の負担を抱える母子家庭の母が良質な在宅就業を

得るため、受注及び再発注のあっせんを行う事業等に対し支援を行う。

○ 「養育費相談・支援センター」の創設（新規） ７１百万円

養育費の取り決め等に関する困難事例への対応、地方公共団体の養育費相談機関

の業務支援等を行う「養育費相談・支援センター」を創設する。

（２）自立を促進するための経済的支援 １，６０９億円

母子家庭等の自立を促進するため、児童扶養手当の支給や母子寡婦福祉貸付金の貸

付による経済的支援を行う。



， （ ， ）７ 児童手当国庫負担金 ２ ５６０億円 ２ ２７１億円

○ 児童手当の拡充

児童手当における乳幼児加算を創設し、０歳以上３歳未満の児童に対する児童手

当の月額を一律１万円とし、平成１９年４月（６月支給分）から実施する。

（参考）

給付総額 １０，２６７億円

うち乳幼児加算分 １，３７４億円



第７ 高齢者が生き生きと安心して暮らせる社会の実現

介護保険制度の着実な実施を図るため、介護療養病床の円滑な転換を支援すると

ともに、介護サービスの質の向上や介護給付の適正化を推進する。また、今後増加

する認知症高齢者の対策や「孤立死ゼロ・プロジェクト」を展開し、高齢者が生き

生きと安心して暮らせる地域づくりを支援する。

また、６５歳までの雇用機会の確保 「７０歳まで働ける企業」の普及促進、団塊、

世代をはじめとする定年退職者等の再就職支援等によりいくつになっても働ける社

会の実現に向けた環境整備を図る。

年金制度については、持続可能で安心できる制度を構築するため、基礎年金国庫

負担割合２分の１に向けた引上げに取り組むとともに、国民から信頼されるような

制度運営とするため、社会保険庁改革を推進する。

１ 介護保険制度の着実な実施と認知症対策、孤立死防止対策等の

（ ）推進 ２兆７１８億円 ２兆３９６億円

（１）良質な介護サービスの確保 ５４７億円

○ 介護療養病床の転換と介護サービスの基盤の整備 ４７７億円

各都道府県が策定する「地域ケア整備構想（仮称 」を踏まえた介護療養病床の）

転換や地域密着型サービスの計画的な整備等を支援する。

○ 介護サービスの質の向上 ３３億円

「介護サービス情報の公表」制度の円滑な実施を引き続き支援するとともに、介

護支援専門員（ケアマネジャー）に対する実務研修や資格更新の際の研修など体系

的な研修事業、介護福祉士に対する介護実習内容高度化モデル事業を実施する。

（２）介護保険制度の円滑な運営 ２兆８０億円

○ 介護給付の適正化の推進 １１億円

各都道府県による要介護認定の適正化等を内容とした「介護給付適正化プログラ

ム」の策定を促進するとともに、市町村が行う認定審査等への支援を行う。

○ 制度運営に必要な経費の確保 ２兆５９億円

介護保険制度を着実に実施するため、介護（予防）給付、地域支援事業及び社会

。福祉法人による利用者負担軽減措置等の低所得者対策等に対する必要な支援を行う



（３）認知症にやさしい地域づくり対策及び高齢者権利擁護等の推進（一部再

掲） ２０億円

認知症ケアの人材育成や認知症に関する正しい理解の普及を推進するとともに、認

知症の方々やその家族の状況やニーズに適切に対応するための支援体制の整備を促進

する。

。また、高齢者虐待防止に関する研修や地域の実情に応じた権利擁護の取組を支援する

億円（４ 「孤立死ゼロ・プロジェクト」の展開（新規） １．７）

都市部を中心に、地域から孤立した高齢者などの死亡が社会問題となっている状況

を踏まえ、このような孤立死を防止する観点から、国及び地方自治体が主体となって

総合的な取組を推進する。

（ ）２ いくつになっても働ける社会の実現 ６５８億円 ８１９億円

（１）６５歳までの雇用機会の確保 ３１６億円

、改正高年齢者雇用安定法に基づき６５歳までの雇用確保を着実に推進するとともに

新たに、６５歳以上定年制度を導入する中小企業等への支援を創設する。

（２ 「７０歳まで働ける企業」の普及促進（新規・再掲） ２２億円）

○ 「７０歳まで働ける企業」推進プロジェクトの実施 ８．６億円

○ 「７０歳まで働ける企業」に向けた定年引き上げ等の取組の促進

１４億円

（３）団塊の世代をはじめとする定年退職者等の再就職支援の実施

７９億円

６５歳を超えても働くことができるよう、高年齢者の多様なニーズに応じた求人開

拓や面接会等を行うとともに、新たにセミナー等を実施する。

（４）シルバー人材センター事業の推進 １４０億円

高年齢者が生きがいを持って地域社会で生活するため、定年退職後等において、軽

易な就労を希望する高年齢者に対し、高年齢者の意欲や能力に応じた就労機会、社会

参加の場を総合的に提供するシルバー人材センター事業を推進する。



３ 持続可能で安心できる年金制度の構築

７兆１８７億円（６兆６，４４６億円）

○ 年金給付費国庫負担金 ７兆１８７億円

）基礎年金国庫負担割合については、現行の国庫負担割合（１／３＋２５／１０００

に７／１０００（平成１９年度 １，１２４億円）を加え、１／３＋３２／１０００

とする。

○ 社会保障協定の推進 ３２百万円

国際的な人的交流が活発化し、企業間の国際競争が激しさを増す中で、日本と外

国の年金制度等への二重加入の回避と年金の受給権確保を図るため、社会保障協定

の締結に向けた取組を着実に推進する。

（参考１）平成１９年度の年金額について

・ 年金額への影響（据え置き）

（平成１８年度） （平成１９年度）

【サラリーマン世帯の標準的な年金額】

厚生年金（月額） ２３２，５９２円 → ２３２，５９２円

【老齢基礎年金】

国民年金（月額） ６６，００８円 → ６６，００８円

（注）平成１８年の消費者物価指数の対前年比変動率は＋０．３％であるが、平成１９

年度の年金額については、平成１５～１７年度の実質賃金の伸び率等を勘案し、改

定せず据え置き。

（参考２）平成１９年度の国民年金の保険料について

【国民年金保険料月額】

（平成１８年度） （平成１９年度）

１３，８６０円 → １４，１００円

（注）平成１９年度の国民年金保険料は、法律上平成１６年度価格で１４，１４０円

とされているが、平成１７年物価変動率が▲０．３％となったこと等から、

１４，１００円となる。



４ 安定的で効率的な年金制度の運営の確保等

～社会保険庁改革の更なる推進～

４，８１３億円（４，９５２億円）

公的年金の運営を再構築し、国民の信頼を回復するため、社会保険庁を廃止・解体

し、公的年金に係る財政責任・管理責任は国が担うこととし、その運営に関する業務

は新たな非公務員型の新法人を設けてこれに担わせるなど、社会保険庁改革関連法案

の平成１９年通常国会への提出を図る。

また、法令遵守の徹底、事務処理方法の改善、閉鎖的な組織体質の解消など、事務

処理体制の見直しを進めるとともに、国民サービスの向上、保険料収納率の向上、ガ

バナンスの強化、民間委託の大幅な拡大等の取組を徹底するなど、業務改革・意識改

革・組織改革の更なる推進を図る。

（１）組織改革・職員の意識改革の推進 ３８百万円

○ 業務の標準化・統一化の徹底等 ３百万円

社会保険事務所の業務の標準化・統一化の徹底、法令遵守の意識の徹底、能力重

視の広域人事の断行等の取組を早急に進める。さらに、職員の能力・実績の評価を

任用・給与に反映させる新人事評価を実施するなど、職員一人ひとりの意識改革を

徹底する。

○ 監査機能の強化 百万円３５

監査機能の強化を図るため、外部専門家を活用して業務・会計・個人情報管理に

関する監査を実施する。

（２）業務改革の推進 １，５３９億円

○ 国民サービスの向上 ５．９億円

保険料納付実績や年金額の見込みを定期的に通知する「ねんきん定期便」を一部

前倒しして実施する。

○ 保険料収納対策の強化 １２２億円

市町村からの所得情報を活用した強制徴収及び免除勧奨の実施、納付督励活動の

着実な実施等により、国民年金保険料の収納対策を一層強化する。



○ 民間委託の拡大 ２９億円

市場化テストのモデル事業のうち、国民年金保険料の収納事業について、対象社

会保険事務所を大幅に拡大して公共サービス改革法に基づく民間競争入札を実施す

るなど、民間委託を大幅に拡大する。

・ 国民年金保険料の収納事業 ３５事務所 → ９５事務所

・ 厚生年金保険等の未適用事業所に対する適用促進事業

１０４事務所 → ３１２事務所

○ 社会保険オンラインシステムの見直し １，３８２億円

社会保険オンラインシステムについて、競争入札を可能とし運用調達コストを削

減するため、平成１８年度から２２年度までの５年間でシステムのオープン化（専

用機器から汎用機器への移行、記録管理及び基礎年金番号管理システムのソフトウェ

アの再構築等）を図り、汎用性のある効率的なシステムの構築を着実に実施する。

なお、平成１９年度税制改正大綱の内容に沿って、個人住民税の公的年金からの

特別徴収について、公的年金受給者の納税の便宜等を図る観点から、所要のシステ

ム開発を行う。

（３）事務・事業の効率化への対応等 １．４億円

「 」（ ）被用者年金制度の一元化等に関する基本方針について 平成１８年４月閣議決定

に基づき年金相談等の情報共有化を推進するとともに、行政改革推進法に基づき平成

１９年度に厚生保険特別会計と国民年金特別会計を統合（年金特別会計）し、事務・

事業の合理化・効率化を図る。

※ 平成１９年度は年金事務費の一部に保険料を充当する財政上の特例措置を継続

し、平成２０年度以降は恒久的な措置を講ずる。



第８ 障害者の自立支援の推進、生活保護制度の適正

な実施

障害者の自立した地域生活を支援するため、良質な障害福祉サービスを確保する

とともに、福祉施設で働く障害者の工賃水準の引上げを図るほか、発達障害者施策

を推進する。また、職業的自立に向けた就労支援のための施策の総合的推進を図る

とともに、障害者自立支援法の円滑な運用のための措置を図る。

さらに、生活保護制度を適正に実施するため、要保護世帯向け長期生活支援資金

の創設、公平・自立支援の観点からの母子加算の見直し、福祉事務所等における自

立支援プログラムの着実な推進などを行う。

１ 障害者の自立した地域生活を支援するための施策の推進

８，９９５億円（８，１２７億円）

（１）良質な障害福祉サービスの確保 ４，４７３億円

、 、 、ホームヘルプ グループホーム 就労移行支援事業等の障害福祉サービスについて

障害福祉計画に基づき、各市町村において推進を図る。

。また、障害者自立支援法の着実な定着を図るため、利用者負担の更なる軽減を講ずる

＜利用者負担の軽減の内容＞

・ 通所・在宅 １割負担の上限額の引下げ（２分の１→４分の１）

軽減対象世帯の拡大（収入ベースで概ね年間６００万円まで）

※ 障害児については通所・在宅のみならず入所にも対象拡大を実施

・ 入所 工賃控除の徹底（年間２８．８万円まで全額控除）

（参考）障害者自立支援法円滑施行特別対策 ～３つの改善策～

【特別対策の規模】１，２００億円（国費）

・ 平成１９年度、２０年度当初予算対応額 ２４０億円

① 利用者負担の更なる軽減

・ 平成１８年度補正予算計上額 ９６０億円

② 事業者に対する激変緩和 （３００億円）

③ 新法への移行等のための緊急的な経過措置 （６６０億円）

※ ②、③を実施するため、都道府県に基金を造成



（２）障害者に対する良質かつ適切な医療の提供 １，３８３億円

（ 、 、 ）心身の障害の状態の軽減を図る自立支援医療 精神通院医療 更生医療 育成医療

等を提供する。

（３）地域生活支援事業の実施 ４００億円

障害者のニーズを踏まえ、市町村において移動支援や地域活動支援センターなど障

害者の地域生活を支援する事業を実施する。

（４）工賃倍増計画の推進（新規） ５億円

福祉施設で働く障害者の工賃を、今後５年間で現在の水準から倍増させることを目

標とする「工賃倍増計画」を各都道府県が策定し、その達成のために必要な施策の促

進を図る。

（５）心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者に関する医療提供体制の

整備 １５０億円

心神喪失者等医療観察法を適切に施行するため、引き続き、指定入院医療機関の確

保を図るとともに、医療従事者等の研修を行うなど医療の提供体制の整備を推進する。

． （ ． ）２ 発達障害者支援施策の拡充 ９ ６億円 ２ ７億円

（１）発達障害者の支援手法の開発や普及啓発の着実な実施 ８億円

○ 発達障害者支援開発事業の創設（新規） ５．２億円

既存の資源を活用して発達障害のある子供の成長に沿った一貫した支援ができる

よう発達障害者支援のモデル事業を実施し、発達障害者への有効な支援手法を開発・

確立する。

○ 発達障害情報センター（仮称）の創設（新規） ５０百万円

発達障害に関する知見を集積し、全国の発達障害者支援機関への情報提供を行う

とともに、発達障害に関する情報の幅広い普及啓発活動を行うため 「発達障害情、

報センター（仮称 」を設置する。）

○ 発達障害研修事業の充実 １８百万円

発達障害施策に携わる職員に対する研修を行い、各支援現場等における対応の充

実を図る。



○ 発達障害者支援センター運営事業の推進

各都道府県・指定都市に設置する発達障害者支援センターにおいて、発達障害者

、 、 、 。やその家族などに対して 相談支援 発達支援 就労支援及び情報提供などを行う

（地域生活支援事業（４００億円）の内数）

○ 発達障害に関する調査研究

発達障害者のサービスニーズなどの発達障害者に係る状況の把握、診断・治療の

向上のための研究を行う （こころの健康科学研究経費（２０億円）の内数）。

（２）発達障害者の就労支援の推進（再掲） １．５億円

○ 若年コミュニケーション能力要支援者就職プログラムの実施（新規）

８９百万円

ハローワークにおいて、発達障害等の要因によりコミュニケーション能力に困難

を抱えている求職者について、その希望や特性に応じた専門支援機関に誘導すると

ともに、障害者向け専門支援を希望しない者については、きめ細かな就職支援を実

施する。

○ 発達障害者の就労支援者育成事業の拡充 １３百万円

発達障害者支援センターにおいて、医療・保健福祉・教育等関係機関の発達障害

者支援関係者に対する就労支援ノウハウの付与のための講習等を拡充して実施する

とともに、新たに、当事者・支援者による体験交流会を開催する。

○ 一般校を含めた公共職業能力開発施設における障害者職業訓練の推進

、 、障害者職業能力開発校における職業訓練に加え 一般の職業能力開発校において

知的障害者等を対象とした専門訓練を行うとともに発達障害者に対する職業訓練を

モデル的に実施する （一般校を含めた公共職業能力開発施設における障害者職業。

訓練の推進（４３億円）の内数）

３ 障害者の職業的自立に向けた就労支援の総合的推進（再掲）

１３９億円（１３８億円）

（１）雇用・福祉・教育の連携による就労支援の強化 ２３億円

○ 関係機関のチーム支援による福祉的就労から一般雇用への移行の促進（新

規） ７１百万円

○ 障害者就業・生活支援センター事業の拡充 １２億円

○ 養護学校等の生徒とその親の一般雇用や雇用支援策に関する理解の促進

５５百万円



（２）障害の特性に応じた支援策の充実・強化 ２．２億円

○ 若年コミュニケーション能力要支援者就職プログラムの実施（新規）

８９百万円

○ 発達障害者の就労支援者育成事業の拡充 １３百万円

○ 医療機関等との連携による精神障害者の就労支援の実施（新規）

４７百万円

（３）中小企業による雇用促進の取組への支援 ４４百万円

○ 中小企業団体による障害者雇用の啓発・推進のためのモデル事業の実施

４４百万円

（４）障害者に対する職業能力開発の推進 ５９億円

○ 一般校を含めた公共職業能力開発施設における障害者職業訓練の推進

４３億円

○ 地域の障害者支援機関を活用した実践的職業訓練の推進 １５億円

○ 障害者職業能力開発プロモート事業の拡充 ５５百万円

４ 自立支援に重点をおいた生活保護制度の適正な実施

２兆円（２兆６１１億円）

「経済財政運営と構造改革に関する基本方針2006」等を踏まえ、生活保護制度の適正

な実施を推進する。

（１）要保護世帯向け長期生活支援資金の創設

一定額以上の不動産を有する要保護高齢者世帯について、死亡時に扶養義務者が不

動産を相続することは社会的公平の観点から問題であることから、所有不動産を担保

とした貸付制度（要保護世帯向け長期生活支援資金）を創設し、当該制度を利用させ

ることとする。

（セーフティネット支援対策等事業費補助金（１８０億円）の内数）

（２）公平・自立支援の観点からの母子加算の見直し

母子加算について、自立母子世帯との公平の確保と生活保護を受給する母子世帯の

自立を促進する観点から、就労母子世帯等に対して自立支援を目的とした給付を創設

（就労の場合・月額１万円、職業訓練等の場合・月額５千円）するとともに、現行の

母子加算（１５歳以下）を段階的に廃止する。

。※ １６～１８歳に係る母子加算は、１７年度から３年かけて減額してきているところ



（３）自立支援プログラムの着実な推進

母子世帯を含め生活保護を受給する世帯の自立を推進するため、福祉事務所等にお

ける「自立支援プログラム」の導入を一層推進する。また、稼働能力判定会議の設置

や、精神障害者退院推進員の配置により、適性にあった就労支援や、社会的入院患者

の退院を促進する。

（セーフティネット支援対策等事業費補助金（１８０億円）の内数）



第９ 国民の安心と安全のための施策の推進

医薬品等の安全対策を一層推進するとともに、新しい医薬品・医療機器の治験の

促進などより良い医薬品等を迅速に提供するための対策、血液対策、麻薬・覚せい

剤対策などを推進する。

また、輸入食品の監視強化、残留農薬等ポジティブリスト制度の着実な実施、健

康食品の安全性の確保などにより食品安全対策を推進するとともに、自殺対策基本

法を踏まえた総合的な自殺対策を推進する。あわせて、安全な水の確保、健康危機

管理体制の強化を推進する。

の１ より良い医薬品等を安全性に配慮しつつ迅速に提供するため

（ ）対策の推進 １０８億円 １１５億円

（１）安全対策の推進 ５．６億円

○ 医薬品の安全使用の推進（新規） ３０百万円

副作用等の安全性情報が、医療現場において有効に活用・実践されるよう、具体

的な方策や仕組み等を検討し、実践事例等を取りまとめた報告書を作成し、その普

及を図る。

○ 市販直後の安全性情報収集の推進 百万円１２

新規性が高く、国内の治験症例が少ない新医薬品について、市販後一定期間、使

用状況や副作用等の臨床現場の情報を、国が直接収集し評価すること等により、安

全対策の一層の強化を図る。

（２）新しい医薬品・医療機器の迅速な提供 １１億円

○ 新しい医薬品・医療機器の治験の促進等 ２０百万円

国内未承認薬について、海外承認情報を収集整理し、患者、学会からの要望、医

療上の必要性等を検討した上で、関係企業に治験の開始を要請するなど治験の促進

、 。 、 、を図るとともに 薬効群毎の臨床評価指針の作成を行う また 医療機器について

国際共同開発の推進に向け、海外における評価の活用方策を検討する等、承認審査

の迅速化を図る。



○ より適切な治験実施環境の制度面での確保（新規） ４７百万円

国内外の治験実施状況を調査し、信頼性や効率性に配慮された治験実施環境の制

度面での確保に資する方策等を検討するとともに、東アジア諸国で実施された治験

データの受入れについて調査・検討し、企業が早期に承認申請を行う環境を確保す

ることにより、国民の新医薬品等へのアクセスの改善を図る。

（３）安全、安心な血液製剤の供給確保 ７．４億円

医療に不可欠な血液製剤の安定供給を確保するため、献血に対する国民の意識の向

上が図られるよう、特に若年層を対象とした普及啓発活動の強化を図る。

（ ）２ 医薬品・医療機器産業の国際競争力の強化 ６１億円 ４６億円

（１）優れた医薬品・医療機器の研究開発の推進等 ５３億円

○ 先端医療の実用化 １９億円

国際的に最先端の研究が進められている再生医療分野を含め、先端医療の実用化

に資する基礎研究成果を臨床応用に向けて加速させるための研究を推進する。

○ 優れた医薬品・医療機器の研究開発の推進 ３３億円

国民の保健医療水準の向上に資するよう我が国の医薬品・医療機器産業に係る研

究開発を推進する。このため、質の高い臨床試験の実施そのものに対して研究資金

を提供するほか、身体への負荷の低減を目指した医療機器の研究開発を推進する。

○ 後発医薬品の使用促進等（新規） １．１億円

後発医薬品の使用を促進するため、後発医薬品の信頼性確保の観点から、メーカー

に対して安定供給の実効的な指導を行うとともに、国民や医療関係者がより安心し

て使用できるよう、先発医薬品との同等性について情報提供を行う。

（２）治験を含む臨床研究実施環境の緊急整備・充実 ８．５億円

○ 治験拠点病院の整備・充実（新規） ７．６億円

医薬品の承認に不可欠な治験を推進するため、治験拠点病院を選定し、治験環境

の整備・充実を５カ年計画で図り、国際競争力のある創薬環境を整備する。

○ 治験コーディネーター等の養成 ９０百万円

治験の実施に当たり医師と患者とのパイプ役となり治験を円滑に進める治験コー

ディネーターの養成研修及び質の高い治験を効率的に行うために必要な治験データ

の収集や整理を担当するデータマネジャーの養成研修を実施する。



３ 国民の健康保護のための食品安全対策の推進

１４９億円（１５７億円）

（１）輸入食品等の安全対策の強化 １１７億円

○ 輸入食品の監視等の強化 １９億円

検疫所が行う輸入食品のモニタリング検査等について、平成１８年５月に残留農

薬等のポジティブリスト制度（農薬等が一定量を超えて残留する食品の流通を原則

） 、禁止する制度 が施行されたことによる検査項目の大幅な増加への対応を図るため

高度な分析機器の拡充を図るなど、輸入食品の安全対策を強化する。

○ ＢＳＥ対策など食肉の安全確保対策の推進 ２３億円

国内のと畜場におけるＢＳＥ検査キットについて引き続き国庫補助を行うととも

に、米国及びカナダにおける対日輸出施設の査察等を通じて食肉の安全確保対策を

推進する。

（２）食品衛生法に基づく基準の策定等の推進 １６億円

○ 残留農薬等ポジティブリスト制度の円滑な実施 ５．９億円

ポジティブリスト制度の適正・円滑な実施を図るため、国際基準等を参考に設定

した７５８品目の基準値の見直しをはじめ、引き続き分析法の開発や摂取量の調査

を計画的に実施する。

○ 食品添加物等の安全性確認の計画的な推進 ９．７億円

指定時期が古い指定添加物などについて、遺伝子組換え動物を用いた試験などバ

イオテクノロジーの進歩を踏まえた毒性試験を計画的に実施し、食品添加物等の安

全性確保を推進する。

（３）健康食品の安全性の確保等の推進 ９７百万円

○ 健康食品の安全性の確保等 ６５百万円

健康食品による健康被害に適切に対応するために事例検討会を開催するととも

に、安全性確認のための試験検査を実施する。また、健康食品の安全性確保及び制

度発足後３０年以上が経過している特別用途食品制度の見直しについて検討を行

う。



○ 食品安全に関する情報提供や意見交換（リスクコミュニケーション）の充実

２６百万円

食品安全に関する施策について国民の理解や信頼を構築するため、的確な情報提

供や消費者との意見交換会を行うなど、リスクコミュニケーションの取組を充実す

る。

（４）食品安全に関する研究の推進 １５億円

先端技術を融合・応用した食品中の汚染物質等の検知法・分析法の開発、科学的根

拠に基づいた安全性に関する調査研究、食中毒、食品テロ等の危機管理に関する研究

など、食品の安心・安全の確保に資する研究を推進する。

． （ ． ）４ 自殺対策の推進 ９ ８億円 ９ １億円

○ 自殺予防総合対策センター機能の充実 ２８百万円

自殺対策基本法を踏まえた総合的な自殺対策を実施するため、自殺予防総合対策

センターにおいて、国内外の情報収集、Ｗｅｂサイトを通じた情報提供や関係団体

等との連絡調整を行うとともに、人材の養成・資質の向上のための研修を行う。

○ 地域での効果的な自殺対策の推進と事業主の取組の支援（一部再掲）

３．８億円

地域の実情に即した先進的な自殺対策を検証し、地域での効果的な自殺対策を推

進する。

また、こころの健康問題により休業等をした労働者が円滑に職場復帰又は雇用継

続できるよう医師等専門家を派遣するなど、事業場に対する支援を充実する。

○ 自殺予防に向けた相談体制の充実と人材育成（一部再掲） ２．４億円

「いのちの電話」において、フリーダイヤルによる自殺予防相談の実施や相談員

の研修などを行う。

また、地域産業保健センターにおいて、労働者及びその家族を対象としたセミナー

や相談会を充実するとともに、産業医に対するメンタルヘルスに関する対応方法に

ついての研修を実施する。

○ 自殺問題に関する総合的な調査研究等の推進 ３．３億円

データの収集と分析による自殺の実態把握を行うとともに、自殺関連予防プログ

ラムの開発等に関する研究を推進する。



． （ ． ）５ 麻薬・覚せい剤等対策の推進 ９ ２億円 ８ ８億円

○ 違法ドラッグ（いわゆる脱法ドラッグ）対策の強化 １億円

違法ドラッグであると疑われる物質について、指定薬物の含有の有無の分析等を

行うための体制整備を図るとともに、検査機関向けの講習会を開催する。また、違

法ドラッグの乱用実態を把握し、広告監視体制の強化を図るとともに、効果的な啓

発活動を実施する。

○ 取締体制の強化 ５．４億円

麻薬・覚せい剤等の薬物密売組織の取締体制を強化する。

（ ）６ 安全で良質な水の安定供給 ７７２億円 ８５１億円

○ 水道施設の整備 ７７０億円

、「 」すべての国民に安全で良質な水道水の安定的な供給を行うなど 水道ビジョン

に基づく取組を推進する。

（ ）７ 健康危機管理体制の強化 １０億円 １２億円

○ 健康危機管理対策総合研究の推進 ５．８億円

国民の生命・健康の安全を脅かす新型インフルエンザやバイオテロリズムの発生

に備え、初動体制の確保や危機情報の共有・活用等に資する健康危機管理・テロリ

ズム対策システム研究事業を創設し、地域レベルの健康危機管理に着目した地域健

康危機管理研究事業とあわせて、総合的な研究を推進する。

○ 健康危機管理体制の整備・強化 ３．２億円

健康危機発生時に健康危機管理体制が十分に機能するよう、平時から、実地訓練

の実施、専門家ネットワークの構築、情報通信システムの整備等を行う。

また、地域における多種多様な健康危機事例に的確に対応するため、実地訓練マ

ニュアルの作成、訓練教材の開発、広域的連携体制の整備等を推進する。

○ 国際健康危機管理対応能力の強化 １．４億円

国内外での未知の感染症等の発生時にＷＨＯ等が編成する広範な疫学調査チーム

に国立感染症研究所が積極的に参加し、国際的な感染症の情報収集、解析、還元及

び情報提供を行うとともに、病原体のゲノム情報の蓄積、データベース化や科学的

解析を引き続き推進する。



第１０ その他

（ ）１ 国際社会への貢献 ２６２億円 ２５３億円

（１）国際機関を通じた国際的活動の推進 １９１億円

○ 世界保健機関（ＷＨＯ）等を通じた活動の推進 １１６億円

世界保健機関（ＷＨＯ 、国連合同エイズ計画（ＵＮＡＩＤＳ）への拠出等を通）

じ、新型インフルエンザ、エイズ、結核等の新興・再興感染症への対応や食品の安

全対策の国際的な活動を推進する。

○ 国際労働機関（ＩＬＯ）を通じた活動の推進 ７０億円

国際労働機関（ＩＬＯ）への拠出等を通じ、労働者の基本的な権利の実現、人材

育成等の国際的な活動を推進する。

（２）開発途上国等に対する国際貢献等の推進 ３１億円

ＡＳＥＡＮ諸国やアフリカ諸国等に対し、保健医療、福祉分野への支援、労使関係

の安定化、人材育成に関する支援などの協力を積極的に行う。

（ ）２ 経済連携協定の円滑な実施 ４１百万円 １９百万円

○ 日比経済連携協定に基づく看護師・介護福祉士の受入れ ４１百万円

フィリピン人看護師・介護福祉士候補者の円滑かつ適正な受入れを実施する観点

、 、 。から 受入施設に対して巡回指導を行うとともに 看護・介護導入研修を実施する

３ 社会保険・労働保険の徴収事務の一元化の推進

１５百万円（３１百万円）

○ 社会保険・労働保険の徴収事務の一元化の推進 １５百万円

事業主の利便性の向上及び行政事務の効率化を図るため、社会保険と労働保険の

徴収事務の一元化を着実に推進する。



４ 戦傷病者・戦没者遺族、中国残留邦人等の援護等

４９０億円（５３３億円）

（１）戦傷病者・戦没者遺族の援護等 ４７２億円

○ 援護年金の改善 ４３１億円

恩給に準じ、援護年金額の改善を行う。

○ 戦没者慰霊事業の推進 ５．２億円

未送還遺骨情報に基づく速やかな遺骨収集の実施、慰霊巡拝及び戦没者遺骨の

ＤＮＡ鑑定等の戦没者慰霊事業の推進を図る。

（２）中国残留邦人等の支援 １８億円

○ 中国帰国者あんしん生活支援計画の実施 ４．２億円

、 、 、帰国した中国残留邦人等の高齢化等を踏まえ 日本語の習得 地域社会への適応

２世・３世の就労支援等のきめ細かな自立支援の取組を推進する。

・ 地域生活支援プログラム」の実施「

・自立指導員の永続的派遣（派遣年限撤廃） 等

， （ ， ）５ 原爆被爆者の援護 １ ５３６億円 １ ５６６億円

○ 保健、医療、福祉にわたる総合的な施策の推進 １，５３６億円

原爆被爆者に対する健康診断の実施、医療の給付及び諸手当の支給のほか、在外

、 。被爆者に対する支援 調査研究及び国立原爆死没者追悼平和祈念館の運営等を行う

（ ）６ 生活衛生関係営業の指導及び振興の推進 １７億円 １７億円

○ 生活衛生関係営業の振興のための支援 １７億円

経営の健全化、衛生水準の維持向上を図るため、全国生活衛生同業組合連合会等

における経営革新、消費者サービスの向上や健康増進のための自主的活動を支援す

る。



７ ホームレスの自立支援等基本方針を踏まえた施策の推進

３３億円（３３億円）

○ 自立支援事業等の推進 ３３億円

、 、 、総合相談推進事業や自立支援事業 職業技能講習事業 就業支援事業等を実施し

ホームレスの自立支援を推進する。



（単位：百万円）

主　　  要　  　事  　　項
平成18年度
予　算　額

平成19年度
予　算　案

第１ １　安全・安心で質の高い医療提供体制の充実 63,729 64,699

２　健康フロンティア戦略の更なる推進 129,897 142,238

３　感染症・疾病対策の推進 189,667 198,405

４　安定的で持続可能な医療保険制度運営の確保 8,150,228 8,420,902

第２ １　がん予防・早期発見の推進 4,516 3,038

２　がん医療水準均てん化の促進と情報収集提供体制の整備 3,057 8,952

 

３　がんの在宅療養・緩和ケアの充実 243 461

４　がんに関する研究の推進及び医療技術の開発振興 8,272 8,743

第３ １　公正かつ多様な働き方を実現できる労働環境の整備 1,128 2,939

２　安全・安心な職場づくり 19,590 16,037

３　労働保険制度の見直し － －

第４ １　経済社会の活力の向上に向けた人財立国の実現 53,975 40,577

　 　

２　地域の活性化に向けた雇用創出・人材確保の推進 31,636 25,875

３　外国人労働者問題等への適切な対応 555 600

　

第５ １　若者の人間力の強化と働く意欲の向上 32,330 30,955

２　女性の意欲・能力を活かした再就職・起業の実現 1,939 2,716

３　障害者の職業的自立に向けた就労支援の総合的推進 13,770 13,882

４　困難な状況を克服し、再就職を目指す人たちへの支援の
実施

9,085 15,883

　実施

第６ １　少子化の流れを変えるための働き方の見直し 109,102 137,936

２　若者の人間力の強化と働く意欲の向上（再掲） 32,330 30,955

　

３　地域の子育て支援の推進 381,212 403,372

４　小児科・産科医療体制の確保、不妊治療の支援など母子 24,185 26,066

　　保健医療の充実

５　児童虐待への対応など要保護児童対策等の充実 76,989 80,175

６　母子家庭等自立支援対策の推進 162,954 164,333

７　児童手当国庫負担金 227,086 255,993

主要事項一覧表

項　　目

心身ともに健康な生活

と安心で質の高い医療

の確保等のための施策

の推進

がん対策の総合的かつ

計画的な推進

公正かつ多様な働き方
の実現と働く人たちの
安全の確保

人口減少社会の到来を
踏まえた少子化対策の
総合的な推進

経済社会の活力の向上
と地域の活性化に向け
た雇用・能力開発対策
の推進

新たなチャレンジを目

指す若者等への支援



（単位：百万円）

主　　  要　  　事  　　項
平成18年度
予　算　額

平成19年度
予　算　案

第７ １　介護保険制度の着実な実施と認知症対策、孤立死防止 2,039,611 2,071,847

　対策等の推進

２　いくつになっても働ける社会の実現 81,922 65,772

３　持続可能で安心できる年金制度の構築 6,644,602 7,018,697

４　安定的で効率的な年金制度の運営の確保等 495,223 481,321

　～社会保険庁改革の更なる推進～

第８ １　障害者の自立した地域生活を支援するための施策の推進 812,725 899,459

　

２　発達障害者支援施策の拡充 270 956

３　障害者の職業的自立に向けた就労支援の総合的推進(再掲) 13,770 13,882

４　自立支援に重点をおいた生活保護制度の適正な実施 2,061,077 2,000,011

第９ １　より良い医薬品等を安全性に配慮しつつ迅速に提供する 11,539 10,767

　ための対策の推進

２　医薬品・医療機器産業の国際競争力の強化 4,603 6,150

３　国民の健康保護のための食品安全対策の推進 15,707 14,918

４　自殺対策の推進 908 975

５　麻薬・覚せい剤等対策の推進 881 916

６　安全で良質な水の安定供給 85,051 77,174

７　健康危機管理体制の強化 1,239 1,041

第10 その他 １　国際社会への貢献 25,342 26,213

２　経済連携協定の円滑な実施 19 41

３　社会保険・労働保険の徴収事務の一元化の推進 31 15

４　戦傷病者・戦没者遺族、中国残留邦人等の援護等 53,267 48,982

５　原爆被爆者の援護 156,557 153,597

６　生活衛生関係営業の指導及び振興の推進 1,694 1,746

７　ホームレスの自立支援等基本方針を踏まえた施策の推進 3,304 3,280

国民の安心と安全のた
めの施策の推進

高齢者が生き生きと安
心して暮らせる社会の
実現

障害者の自立支援の推
進、生活保護制度の適
正な実施

項　　目



一般会計予算案の主要経費別内訳

厚生労働省所管一般会計予算案 ２１兆４，７６９億円

《 主要経費別内訳 》

社 会 保 障 関 係 費 ２０兆９，６５９億円

生 活 保 護 費 １兆９，８２０億円

社 会 福 祉 費 １兆６，２２３億円

社 会 保 険 費 １６兆７，２５６億円

保 健 衛 生 対 策 費 ４，１４８億円

失 業 対 策 費 ２，２１３億円

文教及び科学振興費

科 学 技 術 振 興 費 １，１１８億円

恩 給 関 係 費

遺族及び留守家族等援護費 ４７８億円

公共事業関係費（水道） ７７０億円

そ の 他 ２，７４４億円

（注）計数は、それぞれ四捨五入によっているので、端数において合計と合致しない
ものがある。

（ 一 般 会 計 １ ）



一般会計予算案の主要経費別内訳

及び特別会計予算案の概要



１　国立高度専門医療センター特別会計

１８年度予算額 １９年度予定額 比較増△減額

百万円 百万円 百万円

158,019 149,315 △ 8,704

158,019 149,315 △ 8,704

２　労働保険特別会計

１８年度予算額 １９年度予定額 比較増△減額

百万円 百万円 百万円

歳　入 1,368,477 1,441,698 73,221

歳　出 1,165,441 1,151,171 △ 14,270

歳　入 3,414,708 2,664,286 △ 750,423

歳　出 2,833,807 2,374,249 △ 459,557

歳　入 4,127,116 3,647,209 △ 479,907

歳　出 4,127,116 3,647,209 △ 479,907

特別会計予算案の概要

区　　　　　　分

労 災 勘 定

雇 用 勘 定

徴 収 勘 定

（ 特 別 会 計 １ ）

区　　　　　　分

歳　　　　入

歳　　　　出



３　船員保険特別会計

１８年度予算額 １９年度予定額 比較増△減額

百万円 百万円 百万円

69,130 65,059 △ 4,071

64,186 65,059 873

歳　　　　入

歳　　　　出

（ 特 別 会 計 ２ ）

区　　　　　　分



４　年金特別会計

１８年度予算額 １９年度予定額 比較増△減額

百万円 百万円 百万円

歳　入 18,534,737 19,136,230 601,494

歳　出 18,534,737 19,136,230 601,494

歳　入 6,141,183 6,020,757 △ 120,427

歳　出 6,141,183 6,020,757 △ 120,427

歳　入 35,402,321 36,653,646 1,251,326

歳　出 35,402,321 36,653,646 1,251,326

歳　入 27,121 21,104 △ 6,017

歳　出 27,121 21,104 △ 6,017

歳　入 9,076,625 9,428,908 352,283

歳　出 9,076,625 9,428,908 352,283

歳　入 376,584 477,172 100,588

歳　出 376,584 477,172 100,588

歳　入 638,053 495,670 △ 142,383

歳　出 638,053 495,670 △ 142,383

（ 特 別 会 計 ３ ）

区　　　　　　分

基 礎 年 金 勘 定

国 民 年 金 勘 定

児 童 手 当 勘 定

厚 生 年 金 勘 定

福 祉 年 金 勘 定

健 康 勘 定

業 務 勘 定



参 考 資 料



再チャレンジ支援のための施策の推進

○国民ひとりひとりがその能力や持ち味を発揮し、努力が報われる公正な社会を構
築していくことは、国政の重要課題。

○このためには、多様な機会が与えられ、仮に失敗しても何度でも再チャレンジがで
き、「勝ち組、負け組」を固定させない社会、また、働き方等が多様で複線化した社会
の仕組が必要。

１ 若者の人間力の強化と働く意欲の向上 ３１０ 億円

考え方

１９年度予算（案）のポイント

いわゆる「就職氷河期」に正社員になれなかった年長フリーターの常用雇用化や
ニートの職業的自立を促進。
子育て、心身の障害等、様々な事情・困難を抱える人が、就労等に容易にチャレン
ジできるよう支援。
人生の各段階における働き方を多様化するため、高齢者・団塊世代の活躍の場の
拡大への支援を推進。

重点課題

○フリーター２５万人常用雇用化プランの推進 ２１８億円

○フリーター・ニートをはじめとする若者の自立支援 ２６億円

○学生から職業人への円滑な移行の支援 ５７億円

平成１８年度予算５７１億円 → 平成１９年度予算案６３４億円

（参考１）



２ 女性の意欲・能力を活かした再就職・起業の実現
２７億円

３ 障害者の職業的自立に向けた就労支援の総合的推進
１３９億円

４ 困難な状況を克服し、再就職を目指す人たちへの支援の
実施 １５９億円

○リストラ等による退職者の就職支援 ３２億円

○「７０歳まで働ける企業」の普及促進 ２２億円

○地域の労使による就職支援事業の推進 ４３億円

○雇用・福祉・教育の連携による就労支援の強化 ２３億円

○障害の特性に応じた支援策の充実・強化 ２億円

○障害者に対する職業能力開発の推進 ５９億円

○マザーズハローワークの機能強化とマザーズハローワークサービス
の全国展開 ２０億円

○再チャレンジ女性の企業における活躍の場の拡大 ５億円

○女性の起業に対する支援の拡充 ３億円

（参考２）



少 子 化 対 策 の 総 合 的 な 推 進

１．少子化の流れを変えるための働き方の見直し １，３７９億円
○ 子育てとの両立など仕事と生活の調和 １，３５２億円
・仕事と生活の調和や育児休業等の両立支援制度を利用しやすい職場風土づくりの推進を図
るとともに、パートタイム労働者の均衡ある処遇や能力開発の推進を図る。

・育児休業給付の給付率を休業前賃金の４０％（うち、職場復帰後１０％）から５０％(同２０％）に暫
定的に引き上げる。

・育児休業取得者等に対して企業独自の給付を行った事業主に対する助成制度を創設する。

○ 女性の意欲・能力を活かした再就職・起業の実現 ２７億円
・マザーズハローワークサービスの全国展開や再チャレンジ女性に対する相談・助言の充実など
女性の再就職・起業を推進する。

２．若者の人間力の強化と働く意欲の向上 ３１０億円
○ フリーターの２５万人常用雇用化プランの推進 ２１８億円
・年長フリーターに対する常用就職支援や正社員として雇用する企業に対する支援措置、実践的
な能力開発の実施などフリーター常用雇用化プランを推進する。

○ フリーター・ニートをはじめとする若者の自立支援 ２６億円
・「若者自立塾」や「地域若者サポートステーション」の拡充などを通じてニート等の若者の自立支
援を推進する。

３．地域の子育て支援の推進 ４，０３４億円
○ すべての家庭を対象とした地域子育て支援対策の充実 ６５４億円
・「子ども・子育て応援プラン」で掲げた目標の達成に向けた着実な推進を図るとともに、新たに

生後４か月までの全戸訪問の実施等に取り組む。
・地域における子育て支援拠点の拡充（「子ども・子育て応援プラン」の平成２１年度目標値
６，０００か所の前倒し実施）を図る。

具 体 的 施 策

○ 今般の新たな人口推計では、前回の推計よりも更に出生率が低下し、少子高齢
化や人口減少が急速に進む、という厳しい見通しが示された。急速な人口減少は、
経済産業や社会保障の問題にとどまらず、国や社会の存立基盤にかかわる問題。

○ このため、「子ども・子育て応援プラン」や「新しい少子化対策について」を踏まえ、
今回の推計結果も念頭に置き、児童手当の乳幼児加算を創設するほか、ワークライ
フバランス（働き方の見直し）、若者の自立支援・雇用対策の充実、地域子育て支援
の充実、母子保健医療の充実、児童虐待への適切な対応、母子家庭等自立支援対
策の推進など、少子化対策について総合的な対策を講ずる。

今 後 の 取 組 み の 重 点

少子化社会対策関係予算案(厚生労働省分)
１兆４，８７３億円（18年度 １兆３，１００億円）

（参考３）



○ 待機児童ゼロ作戦の推進など保育サービスの充実 ３，７１５億円
・待機児童の解消を目指し、民間保育所の整備を推進し、受入児童数の拡大を図る。
・延長保育、病児・病後児保育等の多様な保育サービスの提供を推進する。

○ 総合的な放課後児童対策（「放課後子どもプラン）」の創設 １５８億円
・放課後児童クラブの未実施小学校区の早急な解消を図る。

４．小児科・産科医療体制の確保、不妊治療の支援など母子保健医療の
充実 ２６１億円

○ 小児科・産科医療体制の確保及び小児救急医療体制の更なる整備 ３９億円
・小児科・産科医療の拠点病院づくりによる連携体制構築の支援とともに、小児救急医療体
制の更なる整備を図る。

○ 不妊治療に対する支援
・特定不妊治療費助成事業の助成額を増額（年度１０万円→年度１回１０万円、２回まで）する
とともに、所得制限を緩和する。

５．児童虐待への対応など要保護児童対策等の充実 ８０２億円

○ 虐待を受けた子ども等への支援の強化 ７８１億円
・生後４か月までの全戸訪問の実施、市町村における早期発見・早期対応体制の強化、
施設の小規模ケアの推進、身元保証人制度の創設などを図る。

○ 配偶者からの暴力（ドメスティック・バイオレンス）への対策等の推進 ２１億円
・婦人保護施設の心理療法担当職員の常勤化や、婦人相談所一時保護所における同伴
児童に対するケア体制の充実等を図る。

６．母子家庭等自立支援対策の推進 １，６４３億円

○ 母子家庭等の総合的な自立支援の推進 ３５億円
・在宅就業の受注及び再発注のあっせんを行う事業等に対し支援を行うとともに、養育費
相談機関の業務支援等を行う「養育費相談・支援センター」を創設する。

○ 自立を促進するための経済的支援 １，６０９億円
・児童扶養手当の支給や母子寡婦福祉貸付金の貸付による経済的支援を行う。

７．児童手当国庫負担金 ２，５６０億円

○ 児童手当の拡充【平成19年4月から】

・児童手当における乳幼児加算を創設し、０歳以上３歳未満の児童に対する児童手当の

月額を一律10,000円とする。
(参考) 給付総額 １０，２６７億円

うち乳幼児加算分 １，３７４億円

※ 地方財政措置においても、以下のような少子化対策を講ずる。
・妊婦健診の充実
・子どもを守る地域ネットワークの機能強化など児童虐待に対する適切な対応
・自治体の創意工夫を活かした地域子育て支援

（参考４）



地域間・診療科間等における医師の偏在により、医師不足が深刻に
なっている状況に対応するため、都道府県地域医療対策協議会の取
組に対する支援や、小児科・産科における拠点病院づくりをはじめ、
「新医師確保総合対策」（平成１８年８月）等に基づく各般の医師確保
対策を推進する。

医 師 確 保 対 策 の 推 進

19年度予算案 ９２億円

18年度補正予算 ８億円
合 計 １００億円

○ 医療対策協議会を都道府県に設置（地方財政措置(６．１億円)【新規】※）

○ 地域医療支援中央会議を国に設置【新規】 １百万円

○ 医療対策協議会の計画に基づく派遣に協力する病院への助成
【新規】 ７．１億円

○ 拠点病院（マグネットホスピタル）の活用【新規】 ３．８億円

○ 地域医療の確保を図るための先駆的なモデル事業に助成【新規】

１．９億円

○ 都道府県による地域定着を条件とした奨学金
（地方財政措置(１１億円)【新規】※）

○ 市町村による医師不足病院等における医師確保支援＊
（地方財政措置(１２億円)【新規】※）

１．医師派遣についての都道府県等の役割と機能の強化

18年度当初

予算額
４１億円

併せて、地方財政措置として、
・医師確保対策に係る地方単独事業分(※の事業)

３０億円
・医師確保対策に係る補助事業の地方負担分 ６４億円
・18年度補正予算計上補助事業の地方負担分 ７億円

合 計 １０１億円

（参考５）



○ 小児科・産科のネットワーク化のための連携病院の整備費用の
助成（18年度補正予算 (２．７億円)） ５．８億円

○ 小児救急病院における医師等の休日夜間配置の充実 ２４億円

○ 臨床研修において医師不足地域や小児科・産婦人科を重点的に
支援【新規】 ２２億円

○ 出産・育児等に対応した女性医師等の多様な就業の支援
１４億円

○ 助産師の活用 １．６億円

３．地域の拠点となる病院づくりとネットワーク化

○ 離島等アクセスが悪い地域の患者等が拠点病院などを利用する

ための宿泊施設整備 （18年度補正予算 (１．２億円)）

○ 離島巡回診療ヘリ運営事業の創設【新規】 ９０百万円

４．患者のアクセスの支援

○ 分娩時に医療事故に遭った患者に対する救済制度の設計・調査

等の支援（18年度補正予算 (１．１億円)） １０百万円

○ 医療事故に係る死因究明制度の検討等 １．３億円

５．医療紛争の早期解決

○ 初期救急の対応に地域の開業医等が参画する仕組みの強化等
・小児初期救急センター整備事業の実施 （18年度補正予算 (３．２億円)）

・休日夜間急患センターに配置する医師の増員
（地方財政措置(１２億円：＊の再掲) ※）

○ 患者・住民への啓発 ５．７億円

・小児救急電話相談事業（♯８０００）の拡充（電話相談事業の休日夜間対応・
携帯電話の利用等の充実）

２．開業医の役割の強化

※ 総務省予算
（参考６）



がん対策の推進がん対策の推進

○ がんが国民の疾病による死亡の最大の原因となっている現状及び平成１８年６月に制
定されたがん対策基本法を踏まえ、総合的かつ計画的にがん対策を推進する。

○ 平成19年度に策定する「がん対策推進基本計画」を見据え、がん対策基本法に定める
基本的施策及び参議院厚生労働委員会における附帯決議事項を着実に実施する。

① 効果的で質の高いがん検診の普及 ６．８億円

・がん検診の精度管理を向上させるためのデータベースを構築する。

・デジタル式マンモグラフィ導入機関に対し、マンモグラフィによる乳がん検診におけるコンピュータ診断
支援システムの導入の支援を図る。

・マンモグラフィ検診従事者に対する研修を実施することにより、乳がん検診の精度向上を図る。

・マンモグラフィによる乳がん検診の診断精度の向上を図るため、遠隔診断により支援を行うモデル事業

を実施する。（１８年度補正）

② がん予防の推進と普及啓発 ２４億円

・がんの予防等に関するパンフレットや小冊子を作成し、国民に対する普及啓発を行う。

・肝がんの予防に重要なウイルス性肝炎に関する研究を重点的に推進する。

① がん専門医等がん医療専門スタッフの育成 ３．６億円

・がん医療（化学療法、放射線療法、緩和ケア等）専門スタッフの育成のための研修を実施する。

② がん診療連携拠点病院の機能強化と診療連携の推進 ５４億円

・がん診療連携拠点病院の機能強化を行うとともに、地域医療機関との診療連携を推進する。

・放射線治療の更なる促進を図るため、がん診療連携拠点病院に対し、高性能かつ先進的な放射線治療
機器の整備の緊急支援を行う。

・病理医の配置が十分でないがん診療連携拠点病院に対し、遠隔画像診断が可能な体制を整備する。
（１８年度補正）

③ 国立がんセンター東病院通院治療部（仮称）の設置 ２７百万円

④ 地域の特性を踏まえた対策の推進 １５億円

・がん対策基本法の施行に伴い、都道府県が新たに実施する地域特性を踏まえた事業や先駆的な事業等
に対する支援を行う。

⑤ がん医療に関する情報の収集提供体制の整備 １７億円

・国立がんセンターに設置した「がん対策情報センター」において、がん医療に関する最新の情報の収集提供
体制を整備する。

・がん登録の実施に関する調査・精度管理、指導を実施する。

１．がん予防・早期発見の推進１．がん予防・早期発見の推進 ３０億円３０億円

２２．．がん医療水準均がん医療水準均てん化のてん化の促進と情報収集提供体制の整備促進と情報収集提供体制の整備 ９０億円９０億円

施策の方向性

＜１９年度予算案のポイント＞＜１９年度予算案のポイント＞

１８年度予算額 １６１億円 合合 計計 ２２７億円２２７億円

１９年度予算案： ２１２億円
１８年度補正予算： １５億円

新

新

新

新

新

新

新

（参考７）



① 在宅緩和ケア対策の推進 ２．１億円

・在宅における緩和ケアを希望する患者等に対する総合的な相談・支援を行う「在宅緩和ケア支援センター」
を設置する。

・在宅ホスピスケアの専門的な技術を有する看護師のアドバイザー派遣や普及啓発を行う。

② 緩和ケアの質の向上及び医療用麻薬の適正使用の推進 ２．５億円

・臨床現場で活用できる「緩和ケアマニュアル（仮称）」の作成や一般国民等に対して緩和ケアについての
普及啓発を行う。

・医療用麻薬の適正使用を推進するため、講習会の開催及びマニュアル作成の検討を行う。

○ がんに関する専門的、学際的又は総合的な研究を推進するとともに、がんの予防、
診断、治療等に係る技術の向上などの研究の成果を普及、活用する。

３３．．がんの在宅療養・緩和ケアの充実がんの在宅療養・緩和ケアの充実 ４．６億円４．６億円

４．がんに関する研究の推進及び医療技術の開発振興４．がんに関する研究の推進及び医療技術の開発振興 ８７億円８７億円

国

民

○ がん予防の推進

○ がん検診の質の向上等

がん予防及び早期発見の推進

○ 専門的な知識及び技能を有する医師
その他の医療従事者の育成

○ 医療機関の整備等

○ がん患者の療養生活の質の維持向上

○ がん医療に関する情報の収集提供
体制の整備等

がん医療の均てん化の促進等

○ がんに関する研究の促進

○ 研究成果の活用

○ 医薬品及び医療機器の早期承認に
資する治験の促進

○ 臨床研究に係る環境整備

研究の推進等

がん対策を総合的かつ計画的に推進がん対策を総合的かつ計画的に推進

が
ん
対
策
推
進
協
議
会

地方公共団体地方公共団体

連携

がん対策推進基本計画がん対策推進基本計画

具体的な目標及びその達成の具体的な目標及びその達成の
時期を定める時期を定める

厚生労働大臣厚生労働大臣
がん対策推進基本計画案の作成がん対策推進基本計画案の作成

都道府県都道府県

都道府県がん対策推進計画都道府県がん対策推進計画

がん医療の提供の状況等を
踏まえて策定

国国

がん対策基本法の概要

＜参＜参 考＞考＞

新

新

新

（参考８）
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